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Ⅱ 平成３０年度畜産関係予算の概要 
 

１ 県及び農林水産部予算の概要 

（単位：千円、％）

増　　減 対　　比

（Ｄ）－（Ｅ） （Ｄ）/（Ｅ）

338,637,000 349,426,000 △ 10,789,000 96.9

21,117,453 23,364,560 △ 2,247,107 90.4

（Ｂ）/（Ａ） 6.2 6.7 － －

1,730,136 1,741,134 △ 10,998 99.4

（Ｃ）/（Ｂ） 8.2 7.5 － －

県全体予算額（Ａ）

農林水産部予算（Ｂ）
（特別会計を除く）

畜産課予算額（Ｃ）

区　　　分

平成30年度
当　　　　初
予　 算　 額

（Ｄ）

平成29年度
当　　　　初
予   算   額

（Ｅ）

 
 
 
２ 畜産関係予算の総括 

（単位：千円、％）

増　　減 対　　比

（Ａ）－（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）

610,036 624,038 △ 14,002 97.8

う　ち　人　件　費 598,419 610,253 △ 11,834 98.1

683,968 620,857 63,111 110.2

う ち 公 共 事 業 0 0 0 －

159,404 221,780 △ 62,376 71.9

1,453,408 1,466,675 △ 13,267 99.1計

畜　産　総　務　費

畜　産　振　興　費

家 畜 保 健 衛 生 費

区　　　分

平成30年度
当　　　　初
予　 算　 額

（Ａ）

平成29年度
当　　　　初
予   算   額

（Ｂ）
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３ 平成３０年度畜産関係当初予算の概要 

（１）畜産総務費・畜産振興費 

国庫 起債 その他 一般財源

１．価格・経営安定対策

　　　肉用牛肥育経営安定対策事業 40,488 48,964 40,488

　　　肉用子牛価格安定事業 4,770 5,160 4,770

　　　肉豚経営安定対策事業 26,096 25,164 26,096

２．家畜改良増殖対策

　　　県優良種雄牛造成事業 23,685 20,077 23,685

（新）次世代種雄牛造成スーパー雌牛導入事業 26,667 0 26,667

３．増頭対策

　　　鳥取県和牛振興戦略基金　　　 212,745 179,301 212,745

　　　和牛改良・増頭対策事業 133,679 173,085 133,679

　　　畜産クラスター施設整備事業（肉用牛） 64,165 62,500 64,165

　　　和牛受精卵・放牧拡大支援事業 3,580 3,780 420 3,160

　　　畜産クラスター施設整備事業（酪農） 4,250 4,334 4,250

　　　生乳生産拡大緊急支援事業 80,775 3,303 40,000 40,775

（新）鳥取和牛緊急増頭対策事業 28,000 0 14,000 14,000

４．指導

　　　畜産農家環境保全指導事業 831 831 831

　　　家畜商・家畜人工授精師等
　　　免許関係事業

202 202 202

　　　畜産業振興事業事務受託事業 3,643 3,826 3,384 259

　　　畜産課管理運営費 6,539 8,454 6,539

　　　職員人件費 598,419 610,253 243 598,176

５．畜産物流通対策

　　　家畜生産・出荷調査事業 402 472 20 382

６．ブランド確立事業

　　　鳥取地どりブランド生産拡大支援事業 8,895 105 8,895

　　　鳥取和牛ブランド強化対策事業 16,248 27,756 8,124 8,124

　　 　第15回全日本ホルスタイン共進会対策事業 2,961 561 80 2,881

７．整備事業

      公共育成牧場施設維持管理業務 1,026 972 1,026

８．全共出品対策

（新）第１２回全共出品対策事業 5,938 0 5,938

＜平成２９年度終了事業＞

      第１１回全共出品対策事業 0 16,569

      第１１回全共出品対策強化事業 0 2,563

      緊急生乳増産奨励事業 0 3,000

　　　畜産関係資金対策事業 0 3

　　　コントラクター組織強化支援事業 0 200

　　　乳用牛増頭支援事業 0 10,200

　　　県産畜産物ブランド力向上・消費拡大事業 0 3,500

　　　鳥取放牧場第三牛舎屋根改修工事 0 29,760

合　　　　　計 1,294,004 1,244,895 126,789 0 422,749 744,466

（単位：千円）

事業名
平成３０年度
当 初 予 算

平成２９年度
当 初 予 算

財源内訳（３０年度）
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（２）家畜保健衛生費 

国庫 起債 その他 一般財源

９．家畜衛生対策

　　　家畜保健衛生所管理運営費 40,527 43,028 4,369 36,158

　　　家畜衛生総合対策事業 45,933 47,370 25,254 79 20,600

　　　自衛防疫強化総合対策事業 2,831 2,831 2,831

　　　特定家畜伝染病危機管理対策事業 68,401 119,459 31,952 36,449

　　　農場認証普及推進事業 1,712 2,958 678 1,034

　　　生乳生産の衛生管理向上事業 0 6,134

合　　　　　計 159,404 221,780 57,884 0 4,448 97,072

財源内訳（３０年度）

（単位：千円）

事業名
平成３０年度
当 初 予 算

平成２９年度
当 初 予 算

 
 
 
（３）試験場関係 

畜産試験場費

　　　管理運営費 51,702 52,827

　　　施設整備費 0 0

　　　試験研究費 136,695 124,372

合　　　　　計 188,397 177,199

中小家畜試験場費

　　管理運営費 37,856 33,569

　　施設整備費 15,211 22,174

　　試験研究費 35,264 41,517

合　　　　　計 88,331 97,260

（単位：千円）

事業名
平成３０年度
当 初 予 算

平成２９年度
当 初 予 算

 
 



生産振興対策

経営安定

環境対策

衛生対策

家畜排せつ物管理
状況調査・指導

施設整備等

自衛防疫強化総合対策事業

家畜衛生総合対策事業

特定家畜伝染病危機管理対
策事業

農場認証普及推進事業

公共育成牧場施設維持管理
業務

畜産農家環境保全指導事業

公共牧場支援

Ⅲ 平成３０年度畜産振興のための事業一覧
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肉用牛生産振興対策

改良対策

増頭対策

経営安定

種雄牛造成

受精卵移植等

価格安定対策

県優良種雄牛造成事業

和牛受精卵・放牧拡大支援事
業

肉用子牛価格安定事業

肉用牛肥育経営安定対策事
業

担い手育成

-13-

雌牛改良等

和牛改良・増頭対策事業

施設整備・新規参入
支援

畜産クラスター施設整備事業
（肉用牛）

鳥取和牛ブランド強化対策事
業

ブランド化推進

鳥取和牛緊急増頭対策事業

次世代種雄牛造成スーパー
雌牛導入事業



養豚・養鶏生産振興対策

経営安定

増頭・増羽対策

価格安定対策

生産・出荷動向調査

肉豚経営安定対策事業

家畜生産・出荷動向調査事業

鳥取地どりブランド生産拡大
支援事業

需給安定対策

施設整備

-14-

乳用牛生産振興対策

生乳増産 乳牛導入 生乳生産拡大緊急支援事業

担い手育成
施設整備・コントラク
ター育成対策

畜産クラスター施設整備事業
（酪農）
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Ⅳ 平成３０年度事業概要

１ 当初予算

（単位：千円）

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（手数料)職員人件費
598,419 610,253 △11,834 243 598,176

事業内容の説明

畜産関係職員83名分の人件費である。

畜産課管理運営費
6,539 8,454 △1,915 6,539

ト ー タ ル コ ス ト 18,457千円 （前年度 20,376千円） [正職員：1.5人]
主 な 業 務 内 容 関係機関等協議・連絡調整業務、事業に該当しない管理運営業務
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
畜産関係機関との連絡調整業務等の畜産課実施の事業を円滑に行うための諸経費である。

２ 主な事業内容
・ 畜産関係機関との連絡調整
・ 畜産関係公益法人への指導、連絡調整
・ 畜産専門研修参加 など
・ 債務保証円滑化事業
事業名 実施主体 内 容 予算額 実施期間

債務保証円滑化 鳥取県農業信 代位弁済が発生した場 債務負担行為 平成19～31年度

事業 用基金協会 合に対応 平成19年度設定済

（手数料)家畜商・家畜人工授
精師等免許関係事 202 202 0 202
業
ト ー タ ル コ ス ト 8,147千円 （前年度 8,150千円） [正職員：1.0人]
主 な 業 務 内 容 家畜人工授精講習会の開催、家畜人工授精師及び家畜取引に関する免許交付・書換交付事務
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
家畜人工授精師及び家畜取引に関する免許申請交付、家畜人工授精講習会及び家畜商講習会を開催
し、畜産業を志す人材の育成、確保を行う。

２ 主な事業内容
・家畜人工授精及び家畜体内受精卵移植講習会の開催（根拠法令：家畜改良増殖法）
・家畜商講習会の開催（根拠法令：家畜商法）
・家畜人工授精師免許証の交付、及び書換交付業務（根拠法令：家畜改良増殖法）
・家畜取引に関する免許証の交付業務（根拠法令：家畜商法）
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財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（受託収入等）畜産業振興事業事
務受託事業 3,643 3,826 △183 3,384 259
ト ー タ ル コ ス ト 10,794千円 （前年度 10,979千円） [正職員：0.9人、非常勤職員：1.0人]
主 な 業 務 内 容 受託団体から受託した関係団体指導・監督、周知説明、申請書等受理・審査・送付
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
独立行政法人農畜産業振興機構等が行う補助事業を適正に実施するための指導・監督に必要な事務等

を受託する。

２ 主な事業内容
畜産振興補助事業に係る指導・監督等の事務を行う。

（単位：千円）

受 託 元 団 体 事 務 受 託 事 業 名 予算額

独立行政法人農畜産業振興機構 畜産業振興事業 1,584

肉用子牛生産者補給交付金等交付事 1,170
業

加工原料乳生産者補給交付金交付事 367
業

一般財団法人畜産環境整備機構 畜産高度化支援リース事業 154

地方競馬全国協会 畜産振興補助事業 105

県負担（非常勤職員共済費） ― 263

合 計 3,643

（手数料）家畜生産・出荷調査
事業 402 472 △70 20 382
ト ー タ ル コ ス ト 1,991千円 （前年度 2,062千円） [正職員：0.2人]
主 な 業 務 内 容 家畜の生産・出荷動向等調査の実施、蜜蜂転飼調整会議の開催及び転飼許可等
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
肉用牛、肉豚、鶏卵、ブロイラー、地鶏、蜂蜜等の安定的な生産・供給による畜産振興を図るため、生産・

出荷動向等の調査や、蜜蜂の転飼調整会議等を実施する。

２ 主な事業内容
・ 肉用牛、豚、鶏、蜜蜂に関する調査の実施
・ 蜜蜂の転飼調整会議の開催及び転飼許可業務
・ 花粉交配用蜜蜂の安定需給に係る調査等
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財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

畜産農家環境保全
指導事業 831 831 0 831
ト ー タ ル コ ス ト 10,365千円 （前年度 10,369千円） ［正職員：1.2人］
主 な 業 務 内 容 排せつ物処理の苦情相談対応、検討会開催、法定立入検査・指導・助言・勧告・命令

―工程表の政策目標（指標）
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、家畜排せつ物の適正管理につ

いて指導するとともに、家畜排せつ物の利用促進を図る。

２ 主な事業内容
・家畜排せつ物の適正管理に係る指導、助言、勧告、命令等
・畜産農家における水質・臭気の測定検査及び指導
・協議会の開催、畜産環境アドバイザー研修等への参加

規制対象となる経営規模(平成29年12月１日現在)

畜 種 規 制 対 象 対象農場数

牛 10頭以上 256

豚 100頭以上 24

鶏 2,000羽以上 67

合 計 347
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）
5,938 0 5,938 5,938第12回全共出品対策

事業

ト ー タ ル コ ス ト 13,089千円 （前年度 0千円） [正職員:0.9人]

主 な 業 務 内 容 関係団体との調整、補助金交付事務

工程表の政策目標（指標） 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活（子
牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,00
0頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
2022年(平成34年)に鹿児島県で開催される第12回全共に向けて種牛（しゅぎゅう）の審査項目についてゲ

ノム育種価（※）を活用した「種牛区で勝てる候補牛づくり」、「種牛区出品牛をよりよく魅せる」技術を習得する
ための経費について助成する。
（※）ゲノム育種価･･･遺伝子（ゲノム）上に多数存在する「遺伝子型の違い（SNP：スニップ）」を一斉検査するこ

。とで、その牛個体の産肉能力などを正確に推定するもの

(単位：千円)２ 主な事業内容
区 分 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

技術者養成にかかる経費（講師旅費 2,710 1,355
魅せる出品技術習得 等）を助成 第12回全共
事業 鹿児島現場視察及び講師招聘調整 鳥取県推進 402 201 県1/2

のための経費を助成 委員会
飼養管理試験用雌牛の導入 3,000 1,500
種牛区でのゲノム育種価活用のため

種牛で勝つゲノム育 の研究を進め、体型得点及び各審査
種価算出事業 項目のゲノム育種価を算出し、雌牛 県 1,500 1,500 ―

保留や出品候補牛の選抜に活用す
る。（全国和牛登録協会等へ委託）

地域出品対策協議会 地域出品対策協議会活動費の助成 663 332
活動費

生産者が所有する高能力雌牛から出 第12回全共 1,660 830
採卵協力費 品候補牛となる受精卵確保のための 鳥取県推進

採卵協力謝金の助成 委員会 県1/2
生産振興大会開催経 肉用牛振興大会開催経費の助成 148 74
費

第12回全国和牛能力共進会鳥取県 293 146
事務局経費 推進委員会等の開催経費の助成

合 計 10,376 5,938

３ これまでの取組状況、改善点
平成29年に開催された第11回宮城全共では、前回の全共での反省を踏まえ、前回より１年早い平成25年５

月から出品対策に取りかかり、雌雄判別精液、受精卵技術、産肉能力に係るゲノム育種価を活用し、より高能
力の出品候補牛の効率的な生産に取り組んだことにより、肉質日本一の評価を得ることができた。
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備 考
財 源 内 訳

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較
起債 その他 一般財源国庫支出金

(基金繰入金)（新）
次世代種雄牛造成ス 26,667 0 26,667 26,667
ーパー雌牛導入事業

ト ー タ ル コ ス ト 27,462千円 （前年度 0千円） [正職員:0.1人]

主 な 業 務 内 容 関係団体との調整、補助金交付事務

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活（子
工程表の政策目標（指標）

牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
「白鵬８５の３（はくほう８５の３）」「百合白清２（ゆりしらきよ２）」や「隆福也（たかふくなり）」「元花江（もとはな

え）」のトップクラスの種雄牛により改良された産肉能力を維持しつつ、さらに改良を進めるため県内外からのス
ーパー（高能力）雌牛の導入を支援する。

（単位：千円）２ 主な事業内容

事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

高能力雌牛の導入にかかる経費を助成

＜要件＞
ＪＡ 40,000 26,667 県 2/3・BMS(※１)、ロース芯面積(※２)が県トップ10位以内

（ゲノム育種価等）の雌牛に「白鵬８５の３」など高
能力種雄牛が交配された娘牛など
・導入した雌牛は種雄牛造成にかかる計画交配、受精
卵の採卵に協力すること
・導入した雌牛が生産した候補種雄牛１頭を県に無償
提供すること
・導入した雌牛が生産した雌子牛は自家保留とするこ
と
＜事業費＞
40,000千円（4,000千円×10頭）

（※１）BMS・・・霜降りの程度を示す指標。12段階あり大きいほど価値が高い。
和牛肉の価値を左右する最も重要な項目である。

（※２）ロース芯面積・・・牛肉の高級部位であるロースの大きさ。

３ これまでの取組状況、改善点
平成29年に開催された第11回宮城全共で肉質日本一を獲得した「白鵬８５の３」などは、県内繁殖

農家が所有している高能力雌牛から造成された種雄牛である 「鳥取和牛」をトップブランドにしてい。
くためには、県内外からスーパー雌牛の導入を支援し 「白鵬８５の３」を上回る種雄牛を造成する必、
要がある。



- 20 -

備 考
財 源 内 訳

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較
起債 その他 一般財源国庫支出金

(基金繰入金)（新）
28,000 0 28,000 14,000 14,000鳥取和牛緊急増頭対策

事業

ト ー タ ル コ ス ト 28,795千円 （前年度 0千円） [正職員:0.1人]

主 な 業 務 内 容 補助金事務、事業実施主体との協議、調査・指導

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活（子
工程表の政策目標（指標）

牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要
日ＥＵ・ＥＰＡ大枠合意によって、今後の国産牛肉への影響が心配される中、同時に海外でも人気

の高い和牛の市場が開放されることは 「鳥取和牛」を売り込むチャンスとの声が農家や食肉取扱業者、
から上がっている。ＥＵを始め、アジア（台湾など）への「鳥取和牛」の輸出量を増加、ブランド化
を推進させるため、農業団体等と共に肥育素牛の導入を促し 「鳥取和牛」の増産を図る。、

（単位：千円）２ 主な事業内容

事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率等

「鳥取和牛」を大幅に生産 農家又は農業 ・補助率56,000 28,000

拡大するため、農家が肥育 県1/2団体
素牛を購入または農業団体 ・補助対象経費（１頭あたり）

等が購入して預託を実施す 肥育素牛購入額から基準額

る場合に助成する。 （※１）を控除した額

350千円を上限とする

・増頭要件

10％以上増頭する県内農家

であって、事業終了後５年間

は拡大後の飼養頭数を維持

すること

(※１)基準額：平成26年度鳥取県子牛市場平均価格

◇導入予定頭数と助成額
項 目 H29年度 H30年度 H31年度 合計

導入予定頭数 50 200 250 500
助成額（千円） 7,000 28,000 35,000 70,000

（積算）
助成額：(和子牛価格840千円／頭(※２)－基準額560千円／頭(※１))×200頭×1/2＝28,000千円
(※２) 平成28年6月～平成29年7月の鳥取県子牛市場平均価格



- 21 -

備 考
財 源 内 訳

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較
起債 その他 一般財源国庫支出金

(基金繰入金)

鳥取和牛ブランド強化 16,248 27,756 △11,50 8,124 8,124
対策事業 8

ト ー タ ル コ ス ト 17,043千円 （前年度 28,551千円） [正職員:0.1人]

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、事業実施主体との協議、調査・指導

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活（子
工程表の政策目標（指標）

牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要
平成29年９月に宮城県で開催された第11回全国和牛能力共進会(以下｢全共｣という。)での肉質日本一を契

機に県外業者・料理店等に鳥取和牛の売り込みと鳥取和牛のブランド強化に係る経費に対して助成する。

（単位：千円）２ 主な事業内容

区 分 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

（１）首都圏販売拡大対策

ア「鳥取和牛」東京市場進出支援
東京市場での 東京市場に出荷した「鳥取和牛」のP 鳥取県牛肉 914 914 県 定額
「鳥取和牛」PR Rにかかる経費（枝肉共励会等）を助 販売協議会
対策 成
東京市場出荷輸 東京食肉市場への肥育牛の出荷に ＪＡ 4,725 2,363 県 1/2
送費助成 かかる経費（運賃、旅費など）を助成

イ 「鳥取和牛」販売拡大対策

販売業者による 県内外の卸売業者が「鳥取和牛」を 和牛肉卸売 12,000 12,000 県 定額
「鳥取和牛」取 首都圏の高級料理店に販路拡大す 業者
扱店拡大支援 るための経費を助成

(補助額：2,000千円×３業者)
（２） リピート観光客増加対策

ブランド力向上 肉質向上対策のため生産者の枝肉 鳥取県牛肉 600 300 県 1/2
対策 研究会や販売関係者を交えた研修 販売協議会

会の経費を助成
鳥取和牛マイス 旅館及び飲食店従業員に対する「鳥 671 671 県 定額
ター養成支援 取和牛マイスター」養成に係る経費を

助成

合 18,910 16,248計
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金)和牛改良・増頭対策
133,679 173,085 △39,406 133,679事業

ト ー タ ル コ ス ト 185,802千円 （前年度 185,802千円） [正職員：1.6人]

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、事業実施主体との協議、調査・指導

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活
工程表の政策目標（指標） （子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,

000頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
将来の和牛生産を担う中核的な農家や新規参入者による和牛の生産拡大及び鳥取和牛オレイン５５や高品質和牛

肉の増産を図るため、和牛繁殖雌牛や肥育素牛の導入・保留に係る経費に対して助成する。

（単位：千円）２ 主な事業内容
区 分 事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

(1) 繁殖雌牛
増頭に係る雌 和牛改良組合の雌牛確 ＪＡ 306,333 102,111 [外部導入]
牛導入支援 保計画に基づく、和牛 県 1/3 市町村 1/6

繁殖雌牛の増頭のため ３年間でJA全体で繁殖雌牛１０％
の雌牛の購入に対する の増頭
支援（外部導入及び自 ［自家保留］
家保留） 定額 県182千円 市町村 91千円

(生産費のうち県1/3、 市町村1/6相当事業対象頭数：303頭
額)

改良更新に係 高い産肉能力を持つ優 ＪＡ 8,775 8,775 【競りの場合】
る雌牛導入支 秀な雌牛に更新する場 ・「百合白清２」などの産子の場合
援 合の経費を支援 95千円＋(購入価格－競り平均

事業対象頭数：165頭 価 格－95千円)×2/3
・その他の種雄牛の産子の場合
定額95千円
【自家保留の場合】
定額95千円）

(2) 肥育素牛
肥育素牛導入 全共後に「百合白清２」 ＪＡ 13,120 13,120 【競りの場合】
支援 などの出荷牛を確保す ・「百合白清２」などの産子の場合

るため、肥育素牛の導 60千円＋(購入価格－競り平均
入を支援 価格－60千円)×1/2
事業対象頭数：150頭 ・その他の種雄牛の産子の場合

定額60千円
肥育素牛（白鵬 鳥取和牛を代表する ＪＡ 19,345 9,673 ・県1/2、ＪＡ等1/4
８５の３、百合白 「白鵬８５の３」などの産 ・H28年～H29年に導入し、H30
清２）緊急確保 子の肥育出荷した際の 年度に出荷された牛
支援対策 価格補償について一部

を助成（導入経費の助
成を差し引く）
事業対象頭数：285頭

合 計 347,573 133,679
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

起債 その他 一般財源国 庫 支 出
金

(財産収入)鳥取県和牛振興戦略 212,745 179,301 33,444
212,745基金

ト ー タ ル コ ス ト 213,540千円 （前年度 180,096千円） 〔正職員：0.1人〕

主 な 業 務 内 容 基金管理事務

―工程表の政策目標（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
和牛の増頭及び改良など将来の和牛振興に向けた事業の経費に充てるため、種雄牛の精液販売収入や

貸付料などを「鳥取県和牛振興戦略基金」（平成27年４月設置）に積み立て管理を行う。

（単位：千円）２ 主な事業内容
事業内容 積立金等の内訳 予算額

基金の積み立て 種雄牛精液販売収入（県内） 17,820
種雄牛精液販売収入（県外） 190,566
種雄牛貸付料 4,320
利息 39

合 計 212,745

64,165 62,500 △12,200 64,165
畜産クラスター施設
整備事業（肉用牛）

ト ー タ ル コ ス ト 76,877千円 （前年度 75,217千円） ［正職員：1.6人］

主 な 業 務 内 容 制度設計、周知説明、補助金交付事務

工程表の政策目標（指標） 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活
（子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:
1,000頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
県内の肉用牛の生産基盤を強化するため、国庫補助事業（畜産クラスター事業）を活用して施設整備を図

る生産者を支援する。

（単位：千円）２ 主な事業内容
事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中 畜産クラスタ 128,330 64,165 国 1/2
的な経営体が行う、規模拡大のために必要な施 ー協議会
設（牛舎及び堆肥舎５件）の整備に係る経費に
対する支援
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財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（債務負担行為 （債務負担行為 （債務負担行為 （債務負担行為

329） 329） 0） 329）県優良種雄牛造成
（基金繰入額等）事業

23,685 20,077 3,608 23,865
ト ー タ ル コ ス ト 37,192千円 （前年度 33,589千円） ［正職員：1.7人］
主 な 業 務 内 容 補てん金交付業務、補助金交付事務、委員会開催事務
工程表の政策目標（指標） 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活

（子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
優良な県種雄牛を造成するため、和牛改良委員会で和牛改良方針を検討するとともに、種雄牛を生産す

る雌牛群の確保、種雄候補牛の購入や協力農家への損失補償などを実施する。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

区 分 事 業 概 要 と 主 な 経 費 予算額

和牛改良委員会 和牛改良の方針を検討するため、和牛改良委員会を設置 165
（年１回開催）

育種価算出事業 県内繁殖雌牛の遺伝能力評価のための枝肉データの収集・ 2,103
育種価算出・農家へのデータ提供（委託事業）

候補牛購入(直検牛購入) 種雄候補となる雄子牛を購入 @1,296千円×5頭 6,480

後代検定用牛づくり 後代検定用の子牛を生産する農家に対して指定交配協力謝 3,360
金を交付

後代検定手当 現場後代検定を行う肥育農家への検定牛導入協力費を交付 990

改良基礎雌牛整備費 種雄候補牛を生産する基礎雌牛を選定し、１年間の保留契約 579
を結ぶ

改良推進基金造成 種雄候補牛とならなかった子牛及び後代検定用に生産され 3,644
た子牛の価格を補償

後代検定牛経営補償費 肥育農家が飼育した後代検定牛の価格を再生産可能な額ま 5,107
で補償

遺伝性疾患検査料金 種雄候補牛及び基礎雌牛の遺伝性疾患に係る検査料 702

種牛性を持った鳥取独自 県育種組合が指定する原種牛からの採卵に係る経費に対す 500
の系統雌牛保留 る助成 @125千円×４頭

標準事務費 優良種雄牛造成事業の進行管理 55

合 計 23,685

３ 債務負担行為限度額

事 項 限 度 額

改良基礎雌牛整備費 県が行う種雄牛候補牛を生産するための改良基礎雌牛として１年
（平成31年度） 間の保留契約する牛に対し、平成31年度に計画交配した際にその

牛を所有する農家への協力謝金 329千円

種雄牛造成和牛産肉能力検定 県が行う種雄候補牛の現場検定に協力した肥育農家が適正に飼
肥育牛枝肉所得補償 育・出荷した検定牛の販売価格が、再生産可能な額を下回った場合
（平成32～33年度） において、当該再生産に必要な額から出荷日の２等級と３等級の枝

肉の平均価格に出荷牛の枝肉重量を乗じた額を減じた額
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財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

肉用牛肥育経営安
定対策事業 40,488 48,964 △8,476 40,488
ト ー タ ル コ ス ト 49,759千円 （前年度 49,759千円） ［正職員：0.1人］
主 な 業 務 内 容 制度設計、周知説明、補助金交付事務
工程表の政策目標（指標） 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活

（子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
肥育牛の枝肉価格が低落した場合に、生産者に補てん金を交付して生産者の所得を確保するため、基金

造成に必要な生産者積立金の一部を助成する。

２ 主な事業内容

積立金単価 県補助単価② 予算額加入見込頭数
区 分 事業期間及び事業主体 補助率

① ①×1/12 ③ ②×③

肉専用種 26,400円 2,200円 3,300頭 7,260千円 事業期間： 国 3/4
平成28～30年度 県 1/12

交 雑 種 83,600円 6,960円 1,300頭 9,048千円 事業主体： 生産者等
(公社)鳥取県畜産推進 1/6

乳 用 種 96,800円 8,060円 3,000頭 24,180千円 機構

合 計 － － 7,600頭 40,488千円

肉用子牛価格安定
事業 4,770 5,160 △390 4,770
ト ー タ ル コ ス ト 5,565千円 （前年度 5,955千円） ［正職員：0.1人］
主 な 業 務 内 容 制度設計、周知説明、補助金交付事務
工程表の政策目標（指標） 子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活

（子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:1,0
00頭(平成35年)）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
肉用子牛の取引価格が低落した場合に補給金を交付して生産者の所得を確保するため、基金造成に必

要な生産者積立金の一部を助成する。

２ 主な事業内容

積立金単価 県補助単価② 予算額加入見込頭数
区 分 事業期間及び事業主体 補助率

① ①×1/4 ③ ②×③

黒毛和種 1,200円 300円 2,500頭 750千円 事業期間： 国 1/2
平成27～31年度 県 1/4

交 雑 種 2,400円 600円 1,900頭 1,140千円 事業主体： 生産者
(公社)鳥取県畜産推進 1/4

乳 用 種 6,400円 1,600円 1,800頭 2,880千円 機構

合 計 － － 6,200頭 4,770千円
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

和牛受精卵・放牧拡 3,780 0 3,780 420 3,360
大支援事業

ト ー タ ル コ ス ト 4,575千円 （前年度 0千円） ［正職員：0.1人］

主 な 業 務 内 容 和牛ビジョンの進捗管理、和牛戦略会議の開催、補助金事務、関係団体との連絡調
整、調査、情報収集

子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加や高価格販売による「和牛王国鳥取」の復活工程表の政策目標（指標）
（子牛生産頭数：4,000頭、肉牛出荷頭数：5,000頭、｢鳥取和牛オレイン５５｣出荷頭数:
1,000頭(平成35年)）

事業内容の説明 【｢地方創生推進交付金｣充当事業】

１ 事業の目的・概要
和牛生産頭数の増加を図るため和牛受精卵移植及び耕作放棄地等での和牛放牧を推進する。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

区 分 事業内容 事業主体 事業費 予算額 補助率

乳用雌牛等受卵 和牛受精卵移植に、前年度 ＪＡ、 2,240 2,240 県 定額
牛活用促進 実績より多く取組んだ生産者 生産者 (20千円/頭)

に対する奨励金

和牛放牧拡大支援 耕作放棄地等で和牛放牧を ＪＡ、 1,500 500 県 1/3以内
実施するための電気牧柵等 生産者
の機器整備に対する助成

和牛再生ステップ 和牛振興のための戦略を検 県 840 840 －
アップ協議会 討するとともに、和牛ビジョン

の推進管理及び意見交換を

目的とした協議会の開催

合 計 4,580 3,580
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財 源 内 訳
備 考

事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 国庫支出金 起債 その他 一般財源

畜産クラスター施設 4,250 4,334 △84 4,250
整備事業（酪農）

ト ー タ ル コ ス ト 19,346千円 （前年度 19,435千円） [正職員：1.9人]

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、事業実施主体との調製、事業進行管理

工程表の政策目標（指標） 安定した生乳生産量を確保し、鳥取県産牛乳を原料とする製品の国内販売の増や輸出
等によりブランド化を進める。(生乳生産量:60,000t(平成30年))

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
生産性向上に取り組む酪農家の施設・機械整備等の中で、国の畜産クラスター事業の要件を満たしていな

い取り組みに対して助成する。

(単位:千円)２ 主な事業内容
事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

担い手がリース方式で行う、生産性の向上又は省 大山乳業 12,750 4,250 県1/3
エネルギーに資する施設･機械の整備 市町村1/6
<事業費上限:5,000千円/１経営体>

26,096 25,164 932 26,096
肉豚経営安定対策事
業

ト ー タ ル コ ス ト 28,480千円 （前年度 27,548千円） [正職員：0.3人]

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務及び事業実施主体との連絡調整、事業進捗管理等

―工程表の政策目標（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
肉豚枝肉価格が低落した場合に、生産者に補填金を交付して所得を確保するため、その基金造成に必要

な生産者積立金の一部を助成する。

(単位:千円)２ 主な事業内容
積立金単価 県補助単価② 加入見込頭数 予算額 補助率 実施期間及び実施主体

① ①×1/6 ③ ②×③
国 1/2 【実施期間】
県 1/6 平成30～32年度

1,400円／頭 233円／頭 112,000頭 26,096千円 生産者 【実施主体】
1/3 (独)農畜産業振興機構
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

生乳生産拡大緊急支
援事業 80,775 3,303 77,472 40,000 40,775

ト ー タ ル コ ス ト 84,748千円 （前年度 5,290千円） ［正職員：0.5人］

主 な 業 務 内 容 補助金事務、事業実施主体との協議、調査・指導

工程表の政策目標（指標） 安定した生乳生産量を確保し、鳥取県産牛乳を原料とする製品の国内販売の増や輸出
等によりブランド化を進める。(生乳生産量:60,000t(平成30年))

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
高品質な「白バラ牛乳」の増産やアイスクリーム等の乳製品の輸出量を大幅に増加させ、県内生乳生産量６

万トン以上を確保することを目的に、乳牛の導入を進める。

(単位:千円)２ 主な事業内容
事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率等

（１）生乳生産拡大緊急支援事業 大山乳業 160,000 80,000 ・負担割合

生乳の生産拡大のため、農家が初 県1/2、大山乳業1/2

妊牛を購入する場合又は農業団体 ・補助対象経費（１頭あたり）

等が預託用初妊牛を導入する場合 初妊牛価格から基準価格（6
に助成する。 00千円）を控除した額

・導入予定頭数 400頭
・増頭要件
平成31年度末時点で県内経
産牛飼養頭数10％以上増頭

（２）育成牛増頭支援事業（育成にか 1,550 775 ・負担割合
かるリスク補助）【組替】 県1/2、大山乳業1/2
基金（※）を活用して購入した乳用 ・補助対象経費
育成牛の、分娩までに要した長期不 （ア）育成段階
受胎等による育成経費の増加分や ・不受胎等による育成期間延
死亡のリスク部分について助成す 長の経費
る。 ・受精卵移植等の際の不受胎

等による経費
・育成途中での死亡による損
失
（イ）農家預託段階
・疾病流死産など共済対象外
経費
・初乳給与に係る経費

合 計 161,550 80,775

（※）基金：大山乳業が北海道で乳用育成牛を購入し、育成後に農家へ預託貸付するための資金として、
110,000千円で造成したもの。(県は、大山乳業に対し造成費の1/2である55,000千円を貸付済。)
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取地どりブランド生
8,895 105 8,790 8,895

産拡大支援事業

ト ー タ ル コ ス ト 10,484千円 （前年度 1,695千円） [正職員：0.2人]

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務及び交付先団体との連絡調整など

工程表の政策目標（指標） ｢鳥取和牛オレイン５５｣｢鳥取地どりピヨ｣｢大山ルビー｣など、美味しい鳥取ブランドの形成
・付加価値の高い県産品ブランドの増産体制の構築

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
｢鳥取地どり｣(以下、｢地どり｣という。）を県のブランド品として定着させるため、地どりの生産等に必要な施設及

び生産性向上等に資する機械の整備費を助成する。

２ 主な事業内容

区 分 事業内容 実施主体 予算額 補助率

生産施設等の整 鶏舎 6,679
備費の助成 堆肥舎

地どり生産者（規模汚水処理設備
県1/3以内拡大者）

生産性向上に資 ボブキャット 2,216
する機械等の整 ファン
備費の助成 鶏舎カーテン

合 計 8,895

第15回全日本ホルスタ

2,961 561 2,400 80 2,881イン共進会対策事業

ト ー タ ル コ ス ト 8,523千円 （前年度6,125千円） [正職員：0.7人]

主 な 業 務 内 容 地どりの生産拡大に関する協議、補助金事務

工程表の政策目標（指標） 安定した生乳生産量を確保し、鳥取県産牛乳を原料とする製品の国内販売の増や輸出
等によりブランド化を進める。(生乳生産量:60,000t(平成30年))

事業内容の説明 【｢地方創生推進交付金｣充当事業】

１ 事業の目的・概要
鳥取県の乳牛改良を大幅に促進し、白バラブランドの更なるイメージアップを図るため、平成32年に宮崎県

で開催される第15回全日本ホルスタイン共進会(以下｢ホル共｣という。)での上位入賞を目指す。
平成30年度は、昨年度に引き続き、乳牛改良と出品者となる若手酪農家の調教技術向上を図る取組に対し

て助成する。

２ 主な事業内容

事業内容 実施主体 事業費 予算額 補助率

・県内候補牛からの採卵 全日本ホルスタイン共進
及び移植 会対策委員会（事務局：大 県1/2

）・優良形質保有牛調査の 山乳業） 7,922 2,961 (一部県1/3
ためのゲノム検査等



- 30 -

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

公共育成牧場施設維持 1,026 972 54 1,026
管理業務

ト ー タ ル コ ス ト 1,821千円 （前年度 1,767千円） [正職員：0.1人]

主 な 業 務 内 容 関係団体との連絡調整

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
県営牧場の老朽化した設備の改修を行う。なお、工事の適時即応、効率化を考慮し、牧場の管理者である

公益財団法人鳥取県畜産振興協会に委託して実施する。

(単位:千円)２ 主な事業内容

改修箇所 事業内容 事業費

冷蔵・冷凍機能が機能しておらず、来場者に提供する食大山放牧場みるくの里屋外
室外機交換及び配管工事 1,026事の衛生管理に支障を来しているため。

【廃止】
第11回全共出品対策事 0 16,569 △16,569
業

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 24,376千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
平成29年９月に宮城県で開催される第11回全共に向けて出品牛づくりのための経費等について助成す

る。

２ 主な事業内容

平成29年度で事業が終了したため廃止するものである。

【廃止】
第11回全共出品対策強 0 2,563 △2,563
化事業

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 3,358千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
平成29年９月に宮城県で開催される第11回全共で、前回長崎大会で実施した内容に新たな対策（（１）健

康管理対策、（２）出品牛の仕上げ対策、（３）全共最終選抜のための遺伝子分析や超音波分析）を加えて、
鳥取県初の肉牛区の首席獲得を目指す。

２ 主な事業内容

平成29年度で事業が終了したため廃止するものである。
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

【廃止】

緊急生乳増産奨励事業 0 3,000 △3,000

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 8,564千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
平成30年度に鳥取県の生乳生産量目標６万トンの達成に向けて、生産者の増産意欲を喚起するため、大山

乳業農協が緊急的に行う、生乳増産部分への生乳価格上乗せの取組に対し支援を行う。

２ 主な事業内容

日EU・EPA対策として、生乳生産量６万トン確保の早期実現に向けた事業を新たに実施するため廃止する
ものである。

【廃止】
畜産関係資金対策事業 0 3 △3

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 798千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
畜産関係資金を借り入れた畜産農家の経営維持安定のための支援と、農業信用基金協会の債務の代位

弁済に伴う損失の一部を補填する。

２ 主な事業内容

高病原性鳥インフルエンザ緊急対策利子補給事業の事業期間が平成29年度で終了したため廃止するも

のである。（債務保証円滑化事業の債務負担行為は畜産課管理運営費に付け替え）

【廃止】
乳用牛増頭支援事業 0 10,200 △10,200

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 10,995千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
平成30年度に鳥取県の生乳生産量６万トンを達成するため、乳用牛の外部導入によって、増頭を図り酪農

家の生産基盤を強化する。

２ 主な事業内容

日EU・EPA対策として、生乳生産量６万トン確保の早期実現に向けた事業を新たに実施するため、育成牛

購入補助は廃止し、育成にかかるリスク補助は「生乳生産拡大緊急支援事業」へ組替える。
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

【廃止】

コントラクター組織強化 0 200 △200

支援事業

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 995千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
本県の自給飼料生産基盤拡大を促進するとともに、農家の労力負担の低減に繋げるための取組及び組織

活動を行う酪農家に対し必要な経費を助成する。

２ 主な事業内容

平成29年度で事業が終了したため廃止するものである。

【廃止】
県産畜産物ブランド力 0 3,500 △3,500
向上・消費拡大事業

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 9,858千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
「鳥取和牛」、「大山ルビー」、「鳥取地どりピヨ」などの「ブランド肉」の県内外へのPRや食肉の知識向上に

かかる県民に対する普及啓発により、「ブランド肉」のブランド力を高め、県産食肉の消費拡大を図る。

２ 主な事業内容

平成29年度で事業が終了したため廃止するものである。

【廃止】
鳥取放牧場第三牛舎屋 0 29,760 △29,760
根改修工事

ト ー タ ル コ ス ト 0千円 （前年度 30,555千円）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
経年変化による腐食・破損が顕著な鳥取放牧場の第三牛舎の屋根を改修し、県内農家からの貴重な預託

牛の飼養管理状況の改善を図る。

２ 主な事業内容

平成29年度で事業が終了したため廃止するものである。
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

( 手 数 料
家畜保健衛生所管理運 △2,501 36,158
営費

40,527 43,028 等)
4,369

ト ー タ ル コ ス ト 59,595千円 （前年度 62,103千円） ［正職員：2.4人］

主 な 業 務 内 容 事務所の管理運営、契約の締結、経費の支払い、手数料収入等の受理、財産管
理

―工程表の政策目標（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
家畜保健衛生所（３箇所）の運営に必要な非常勤職員人件費、施設設備等の保守点検、廃棄物処理等

の委託、検査用備品の整備等管理運営等に必要な経費である。

２ 主な事業内容
・非常勤職員（事務職）の人件費
・施設設備等の管理委託
・検査機器の整備等

自衛防疫強化総合対策 2,831 2,831 0 2,831

事業

ト ー タ ル コ ス ト 6,804千円 （前年度 6,805千円） ［正職員：0.5人］

主 な 業 務 内 容 周知説明、補助金交付事務、法人に対する助言・指導

工程表の政策目標（指標） 家畜疾病発生数の低減

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

家畜の伝染性疾病の発生予防のため、自衛防疫組織が中心となって実施するワクチン接種事業を支援

することを目的とし、事業を実施する(公社)鳥取県畜産推進機構に対して必要な経費を助成する。

（単位：千円）２ 主な事業内容

区 分 事業内容 実施主体 予算額 補助率

ワクチン接種状 ワクチン接種データを調 (公社)鳥取県畜産推進 1,541
況調査 査、集約する事務費に助成 機構

県 定額
ワクチン接種技 牛、豚の予防接種技術料 1,290
術料助成 の一部を助成

合 計 2,831
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

( 手 数 料

家畜衛生総合対策 45,933 47,370 △1,437 25,254 20,600等)

事業 79

ト ー タ ル コ ス ト 265,215千円 （前年度 266,751千円） ［正職員：27.6人、非常勤職員：3.6人］

主 な 業 務 内 容 家畜伝染病等の発生予防等対策、畜産農家を対象とした検査・指導、動物用医薬
品及び飼料の適正使用に係る指導等

工程表の政策目標（指標） 家畜疾病発生数の低減

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
家畜伝染病予防法に基づき、伝染性疾病の発生予察、発生予防のための各種検査や浸潤状況調査等

を実施し、これらの疾病の早期発見・まん延防止を図る。
また、安全安心な畜産物の生産に必要な衛生管理体制の整備を行うため、畜産農家等への衛生指導、

家畜衛生情報の提供及び動物用医薬品及び流通飼料の適正使用に係る指導等を行う。

（単位：千円）２ 主な事業内容

区 分 事 業 内 容 予算額 負担区分

家畜伝染病予 ・家畜伝染病予防対策

国 1/2防事業 法定伝染病、届出伝染病の発生予察のための検査 25,289

国 10/10・家畜病性鑑定機能向上対策

県 1/2家畜伝染病の診断に必要な検査薬等の購入、高度

な診断技術の習得のための研修

家畜防疫基金 伝染性疾病まん延防止のため、自主的に殺処分する牛

事業 について、その評価額の一部を助成するための基金の 県 1/31,305

造成 ＪＡ 1/3

生産者 1/3

・BSE検査体制強化の推進家畜衛生対策

事業 19,339 国 1/2・家畜衛生関連情報整備対策

県 1/2・診断予防技術向上対策

・動物用医薬品危機管理対策
・地域衛生管理対策

45,933合 計
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

特定家畜伝染病危機管 68,401 119,459 △51,058 31,952 36,449
理対策事業

89,058千円 （前年度 140,124千円） [正職員：2.6人]ト ー タ ル コ ス ト

主 な 業 務 内 容 家畜伝染病発生時の補償事務・焼埋却経費、空港港湾の靴底消毒経費

工程表の政策目標（指標） 家畜疾病の発生数の低減

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の特定家畜伝染病が万が一発生した場合の損失補償事務、県による

処分家畜等の焼埋却経費などを措置し、特定家畜伝染病に対する危機管理体制を構築する。

（単位：千円）２ 主な事業内容

区 分 事 業 内 容 予算額 負担区分

国 1/2特定家畜伝染病セー 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う移 47,216

フティーネット事業 動制限による家畜及び生産物の損失補償 県 1/2

迅速防疫体制整備 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ発生農家の処 15,690

分家畜の焼埋却を県が実施するための経費

防疫対応力向上 ・口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザが常在してい

る東アジアからウイルスの侵入を防止する目的で、 5,495 県 10/10
国際定期便、国際クルーズ船の旅行者に対して行 又は

国1/2、う靴底消毒 に係る委託料等
県1/2

合 計 68,401
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

農場認証普及推進事業 1,712 2,958 △1,246 678 1,034

7,274千円 （前年度 8,522千円） [正職員：0.7人]ト ー タ ル コ ス ト

主 な 業 務 内 容 補助金交付事務、支援策検討、指導員養成のための講習会の開催等

工程表の政策目標（指標） 家畜疾病発生数の低減

事業内容の説明 【｢地方創生推進交付金｣充当事業】

１ 事業の目的・概要
農場HACCP推進事業（H26～28）により工程管理による食の安全の推進に一定の成果が得られた。2020年

の東京オリンピック・パラリンピックの食材調達基準においては、人・環境・動物への影響を考慮した世界標準レ
ベルの「安心」が求められており、これらに対応するため、農場認証の普及を推進し、農家所得と畜産物安全性
の信頼向上を図る。

（単位：千円）２ 主な事業内容

区 分 事 業 内 容 予算額 負担区分

調査研究 ＧＡＰ（適正農業規範）認証等について、県としての 278 国1/2
（県実施） 支援等を検討するための経費 県1/2

生産者への啓発 研修会（初心者向け）の開催（年１回）経費 113

取組農場指導体制の （１）取組農場支援者の拡大 216
強化 県職員以外の獣医師等（農場アドバイザー）を加え

た支援体制を作るため、農場アドバイザー研修によ
る人材育成を図り、取組農場の掘り起こしと農場技
術指導を強化する。

（２）取組農場支援者の技能向上 565

定期的な推進会議により、情報交換および専門講
師指導のもとで技能向上を図る。

申請に係る経費補助 農場ＨＡＣＣＰ（またはＧＡＰ認証等）に係る申請手 540
数料等に対する補助

合 計 1,712
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財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

【廃止】
生乳生産の衛生管理向 0 6,134 △6,134
上事業

0千円 （前年度 10,108千円）ト ー タ ル コ ス ト

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
白バラブランド力向上のため、農場段階での衛生的な生乳生産を目指し、乳温管理のためのシステム導入

助成やPR看板の設置助成を行う。

２ 主な事業内容
平成29年度で事業実施期間が終了し初期の目的を達成したため廃止するものである。
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畜産試験場

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（財産収入等）試験研究費
136,695 124,372 12,323 12,378 71,560 52,757

ト ー タ ル コ ス ト 299,573千円 （前年度 289,692千円） ［正職員：20.5人、非常勤職員：7.1人］

主 な 業 務 内 容 牛の飼養管理技術、和牛の育種改良、鳥取和牛ブランド化等に係る試験研究
優秀な種雄牛の造成、「鳥取和牛オレイン５５」発生率向上、和牛肉のうまみの指標化、和
子牛の強化哺育手法の確立、和牛去勢肥育牛の短期肥育技術の確立、乳牛の繁殖性

工程表の政策目標（指標） 向上技術の確立、本県での栽培に適した粗飼料の選定、飼料分析に基づく飼料給与改
善支援

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
ブランド化に向けた和牛改良の促進、高付加価値化のための技術開発等に関わる試験研究に要する経費

である。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

試 験 研 究 課 題 名 予算額 トータルコスト

「鳥取和牛オレイン５５」の増産に向けた飼料給与試験 4,132 17,639

強化哺育を活用した和子牛の育成技術確立試験 3,022 18,912

【地方創生交付金充当】黒毛和種去勢肥育牛の短期肥育技術の確立 2,811 16,318

【地方創生交付金充当】鳥取和牛の効率的な増産と改良に向けた体外 12,001 26,302
受精卵利用技術体系の構築

高能力受精卵増産委託事業 9,012 9,807

【地方創生交付金充当】優良遺伝子を活用した新鳥取和牛の創造 3,787 12,527

【地方創生交付金充当】鳥取和牛肉うまみ開発試験【別途再掲】 12,944 21,684

和牛産肉能力検定直接検定試験 2,359 15,866

現場後代検定試験 46,616 52,178

牛の精液供給事業【別途再掲】 8,658 41,233

粗飼料増産のための優良品種選定試験 61 1,650

飼料分析を活用した給与技術向上支援事業 625 6,187

粗飼料生産事業 10,525 19,265

乳牛の繁殖性向上実証実験 20,142 40,005

（終）飼料米を活用した鳥取和牛ブランド向上試験 - －

合計14課題（終了1課題） 136,695 299,573
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畜産試験場

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取和牛肉うまみ開 （諸収入）
発試験 (12,944) (14,741) (△1,797) （3,780） （4,000） (5,164)
ト ー タ ル コ ス ト (21,684千円 （前年度 23,484千円） [正職員：1.1人、非常勤職員：1.0人])
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
「うまみ」のある和牛肉を求める消費者ニーズに応えるため、鳥取和牛肉の「うまみ」に係る成分を調査し、

簡易的に「うまみ」を測定できる機器を開発することで、新たなブランド化の創出や、鳥取和牛の育種・改良
手法の開発をつなげる。

２ 主な事業内容
（１） 和牛肉の「うまみ」に関わる成分の探索
（２） 「うまみ」成分の簡易測定評価法の開発
（３） 「うまみ」成分に影響を及ぼす項目の調査（遺伝、飼養管理など）
（４） 「うまみ」のある鳥取和牛への育種改良手法の開発

牛の精液供給 （財産収入）
事業 (8,658) (14,730) (△6,072) （190） (8,468)
ト ー タ ル コ ス ト (41,233千円 （前年度 47,317千円） [正職員：4.1人、非常勤職員：2.0人])
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
優秀な種雄牛や種雄候補牛の人工授精用凍結精液（以下、「凍結精液」という。）を計画的に生産・保管

し、農家ニーズに即した和牛精液を安定供給するために、種雄牛及び種雄候補牛の飼養管理、精液採取、
凍結精液の作成、保管及び供給を行う。

２ 主な事業内容
（１） 種雄牛及び種雄候補牛の飼養管理及び精液採取
（２） 凍結精液の作成、保管及び県内供給
（３） 「百合白清２」「百合福久」などの凍結精液の県外販売

（財産収入等）畜産試験場
管理運営費 51,702 52,827 △1,125 18,542 33,160
ト ー タ ル コ ス ト 67,592千円 （前年度 68,723千円） ［正職員：2.0人、非常勤職員：2.8人］
主 な 業 務 内 容 畜産試験場の管理運営業務
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

畜産試験場の管理運営に要する経費である。
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中小家畜試験場

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（財産収入等）試験研究費
35,264 41,517 △6,253 12,592 22,672

ト ー タ ル コ ス ト 125,838千円 （前年度 132,126千円） ［正職員：11.4人、非常勤職員：5.8人］
主 な 業 務 内 容 中小家畜の改良繁殖、飼養管理、肥育方法、畜産環境改善に係る試験研究

大山赤ぶたの繁殖性向上、大山ルビー・鳥取県産豚の肉質及び食味向上によるブランド
価値向上、「鳥取地どりピヨ」の性別体重格差改善を目指した種鶏改良、「鳥取地どりピヨ」

工程表の政策目標（指標） を作るための交雑種鶏（雄）の血統固定及びヒナ供給、地どり精液凍結保存技術、種卵の
超長期保存技術の開発を行い、場外における地どり遺伝資源保存技術の確立、環境に
優しい畜産業の推進

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
本県独自の畜産物の開発、周辺環境と調和した畜産経営の確立等に関わる試験研究の経費である。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

トータルコスト区分 試 験 研 究 課 題 名 予算額

養 大山ルビーの背脂肪厚低減に関する研究 8,185 25,664
豚
研 大山赤ぶたの繁殖性向上に関する研究 9,598 31,792
究
室 鳥取県産豚の美味しさと機能性（健康成分）の向上試験 7,140 19,852

小計３課題 24,923 72,593

（新）畜産排水の窒素低減処理技術の開発【別途再掲】 908 6,470
環
境 「鳥取地どりピヨ」の遺伝資源保存技術の確立 915 4,093
・
養 「鳥取地どりピヨ」の改良試験 7,623 36,225
研
究 コンパクトで低コストな脱臭装置の開発 895 6,457
室

（終） 環境と調和の取れた畜産排水処理技術の改善と指導 － －
マニュアルの作成

小計４課題（終了１課題） 10,341 53,245

合計７課題（終了１課題） 35,264 125,838
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中小家畜試験場

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）

畜産排水の窒素低 (908） (0) (908) (908)
減処理技術の開発
ト ー タ ル コ ス ト (6,470千円（前年度 0千円） [正職員：0.7人]）
主 な 業 務 内 容 畜産環境改善に係る試験研究
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

１ 事業の目的･概要
一定規模以上の畜産農場は水質汚濁防止法の規制対象となっており、平成14年ごろから低コストな汚水

処理施設の整備が行われてきた。しかし今日、規模拡大に伴う排水量の増加や硝酸性窒素等の排水基準の
規制強化への新たな対応が迫られている。
そこで、既存の活性汚泥法施設にゼオライトを用いた窒素除去機能を付与することで、規制強化に対応し

た安価で維持管理の容易な汚水処理システム技術を開発し、周辺環境と調和した畜産経営の発展に寄与す
る。

２ 主な事業内容
（１）畜産汚水に対する吸着剤の基礎調査（H30年度）
（２）イオン交換・吸着剤の低コスト化試験（H31～32年度）
（３）高濃度窒素への適用試験（H31～32年度）

県費負担中小家畜試験場施 〈11,000〉
設整備費 15,211 22,174 △6,963 11,000 4,211 15,211
ト ー タ ル コ ス ト 22,174千円 （前年度 22,174千円） [正職員：0.1人])
主 な 業 務 内 容 中小家畜試験場の施設整備
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

（単位：千円）

区 分 内 容 予 算 額

委託料 総合実験鶏舎屋上防水改修工事設計 885

工事請負費 総合実験鶏舎屋上防水改修工事 14,326

合 計 15,211

（注） 起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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中小家畜試験場

財 源 内 訳事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

( )中小家畜試験場管 財産収入等

理運営費 37,856 33,569 4,287 3,829 34,027
ト ー タ ル コ ス ト 52,952千円（前年度 49,465千円） [正職員：1.9人、非常勤職員：2.0人]）
主 な 業 務 内 容 中小家畜試験場の管理運営業務
工程表の政策目標（指標） ―
事業内容の説明

中小家畜試験場の管理運営に要する経費である。

（注） 起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置を除いた額である。

備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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Ⅴ 農畜産業振興機構の畜産業振興事業

１ 畜産業振興事業とは？
畜産業振興事業は「独立行政法人農畜産業振興機構法」に基づき、①国の補助事業を補完す

るための事業、②畜産をめぐる諸情勢の変化に対応して緊急に行う事業について、民間におけ
る生産者、事業者等の自主的な畜産振興の取組を促進することとして実施されるものである。

２ 平成３０年度に鳥取県で実施が見込まれる畜産業振興事業の一覧
（ １ ）畜産・酪農経営安定対策

事 業 名 事 業 内 容 担 当 事業実施主体
養豚経営安定対 肉豚経営の安定を図るため、生産者 酪農・経済 養豚生産者
策事業 の拠出と国の助成により基金を造成し 担当

収益性が悪化した場合に補てん金を交
付する。

加工原料乳生産 加工原料乳価格及びチーズ向け生乳 酪農・経済 大山乳業農業協同
者経営安定対策 価格が需給変動等により低落した場合 担当 組合
事業 に、生産者の拠出と国の助成金とによ

る生産者積立金によりその一定部分を
補てんする。

肉用牛繁殖経営 肉用子牛の四半期ごとの平均価格が （公社）鳥取県畜酪農・経済
支援事業 保証基準価格を下回った場合に補てん 担当 産推進機構

金を交付する。
肉用牛肥育経営 肉用牛肥育経営の安定を図るため、 （公社）鳥取県畜酪農・経済
安定特別対策事 生産者の拠出と国の助成により基金を 担当 産推進機構
業 造成し、粗収益が生産費を下回った場

合に補てん金を交付する。

（ ２ ）その他対策
事 業 名 事 業 内 容 担 当 事業実施主体

酪農経営支援総 ①酪農経営安定化支援ヘルパー事業 酪農・経済 ①鳥取県酪農ヘル
合対策事業 酪農ヘルパー要員の雇用環境の整備 担当 パー事業組合他、

傷病時利用の円滑化等により、酪農ヘ
ルパー制度を総合的に推進するととも
に、牛群検定による純タンパクの含量
やボディコンディションスコアの収集
・活用により生乳の生産効率向上を推
進する。
②酪農生産基盤強化事業 ②（一社）中央酪
都府県の生乳生産基盤の維持・回復 農会議

を図るため、生産基盤回復計画に基づ
き、地域における乳牛の維持・継承、
飼養管理技術の改善等の取組を行う酪
農家の集団を支援する。

畜産高度化支援 ①畜産環境整備リース事業 酪農・経済 （一財）畜産環境
リース事業 畜産農家等に対して、畜産環境整備 担当 整備機構

に必要な施設等の貸付を行う。
②生乳流通効率化支援リース事業

、 、生産者団体 牛乳販売業者に対して
生乳等の流通の効率化に必要な施設等
の貸付を行う。
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畜産特別支援資 負債の償還に支障を来している経営 酪農・経済 （公社）中央畜産
金融通事業 や家畜伝染病発生による深刻な影響を 担当 会

受けた経営に対する低利資金の円滑な
融通を支援する。

家畜防疫互助基 家畜伝染病のうち、伝播力が極めて 衛生環境担 （公社）鳥取県畜
金支援事業 強い伝染病が発生した場合に備え、発 当 産推進機構

生時の経済的損失を互助補償する生産
者が行う互助基金の造成に対する支援
を行う。

国産畜産物安心 家畜個体識別システムの円滑な運用 衛生環境担 （公社）鳥取県畜
確保等支援事業 の確保、ＢＳＥ患畜確認時の迅速な対 当 産推進機構

応、口蹄疫・鳥インフルエンザ等に備
えた国産食肉の安全・安心に係る情報
収集・普及等への対応を支援。

畜産副産物適正 牛肉骨粉や牛せき柱の適正処理等を 衛生環境担 （一社）日本畜産
処分等推進事業 行うことにより、円滑な畜産残渣処理 当 副産物協会

の継続によると畜機能の維持を図る。
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Ⅵ 地方競馬全国協会の畜産振興補助事業

１ 畜産振興補助事業の概要

（１）畜産振興補助事業（以下「補助事業」という ）は、競馬法（以下「法」という ）。 。

に基づいて競馬を開催する道県又は指定市町村から、競馬の収益金の一部を地方競馬

全国協会が交付金として受け（法第２３条 、それを原資として実施されている。）

（２）補助事業は、法で「馬の改良増殖その他畜産の振興に資するための事業につきその

経費を補助すること （法第２３条の１０及び同条の３６）と定められており、そ。」

れに基づいて実施されている。

（３）補助事業の事業内容及び実施方法等に関しては、法の他 「競馬法の一部を改正す、

る法律の施行について 「地方競馬全国協会業務方法書」及び「畜産振興補助実施」、

要綱」で具体的に定められている。

２ 畜産振興補助事業の現状

畜産振興補助事業は、実施要綱で大きく次の２つの事業に区分されて実施されてい

る。

、 。Ⅰ 馬の改良増殖推進事業…農用馬の登録や導入の推進 繁殖の奨励及び放牧の促進等

Ⅱ 畜産経営技術指導事業…畜産経営技術指導等推進及び共進会の開催等。

３ 鳥取県で実施している畜産振興補助事業

平成２９年度、鳥取県では下記のとおり１団体が１事業を実施した。

事 業 名 事業実施主体 補助金額 備 考

Ⅱ 畜産経営技術指導事業 （公社）鳥取県畜産推 ５，０００千円

地域畜産支援指導等体制強化 進機構（ ）
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Ⅶ 畜産関係のリース事業 

 

１ 畜産関係リース事業の概要 

 
事 業 名 畜産高度化支援リース事業のうち、畜産環境整備リース事業 

 貸付機関 （一財）畜産環境整備機構 

  

 

対象機械 

 施  設 

１．家畜ふん尿の乾燥処理、発酵処理、浄化・液肥処理、調整、保管、運搬等及び悪臭対

策に必要な施設等 

２．飼料の生産、給与、貯蔵等に必要な施設等 

３．家畜の飼養管理等のために必要な施設等 

４．６次産業化に必要な製造施設等 

５．特認施設等（家畜の飼養環境の改善に関するもの又は畜産経営の合理化のための先進

的な技術体系にかかるもの） 
借 受 者 県域団体（農協等）が受託団体となり借受者（畜産農家）に貸付を行う。 

リース料 

の支払い 
年１回又は年４回 

  

 

 

リース料 

 

 

 

◇基本貸付料(元本) 

  (取得価額－譲渡価額)÷リース期間(年) 

◇附加貸付料(利息) 

１．｛取得価額－（譲渡価額＋納入済基本貸付料)｝×基準料率 

２．中古機械等については基準料率 

◇消費税相当額 

 基本貸付料×８％ 

リース期間 

終了後の 

取 扱 い 

 

取得価額の１割＋消費税相当額で譲渡。 

 

 

 

相談窓口 

 

 

・大山乳業農業協同組合 

・全農鳥取県本部 

・(一社)鳥取県配合飼料価格安定基金協会  

・各農業協同組合 

・鳥取県 

備  考  
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事 業 名 持続的な畜産経営確立のための環境対策等リース事業（愛称：調査リース） 

 貸付機関 （一財）畜産環境整備機構 

  

対象機械 

 施  設 

１．畜産排水施設等整備リース事業（排水リース） 

・排水処理施設 

２．中古機械活用推進リース事業（中古リース） 

・中古機械等 
借 受 者 県域団体（農協等）が受託団体となり借受者（畜産農家）に貸付を行う。 

リース料 

の支払い 
年１回又は年４回 

  

 

 

リース料 

 

 

 

◇基本貸付料(元本) 

  (取得価額－譲渡価額)÷リース期間(年) 

◇附加貸付料(利息) 

１．｛取得価額－（譲渡価額＋納入済基本貸付料)｝×基準料率 

２．中古機械等については基準料率 

◇消費税相当額 

 基本貸付料×８％ 

リース期間 

終了後の 

取 扱 い 

 

取得価額の１割＋消費税相当額で譲渡。 

 

 

 

相談窓口 

 

 

・大山乳業農業協同組合 

・全農鳥取県本部 

・(一社)鳥取県配合飼料価格安定基金協会  

・各農業協同組合 

・鳥取県 

備  考  
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事 業 名 畜産近代化リース事業  

貸付機関 （公財）畜産近代化リース協会 

 

 

 

 

 対象機械 

 施  設 

 

 

 

１．草地造成用機械施設 

２．自給飼料生産利用機械施設       

３．生乳生産合理化施設       

４．精液保管等機械施設       

５．畜舎環境改善機械施設     

６．中小家畜管理機械施設     

７．家畜市場機械施設         

８．食肉食鶏処理流通機械施設 

９．鶏卵処理流通機械施設     

10．特認機械施設             

借 受 者 農協、県域団体等が借り受けて農家等に貸し付ける。                             

リース料 

の支払い 
年２回（６ヶ月毎） 

  

リース料 

 

 

◇基本貸付料(元本) 

｛（取得価額－取得価額）×１０％｝÷リース期間(年) 

◇消費税相当額 

  基本貸付料×８％ 

リース期間 

終了後の 

取 扱 い 

 

取得価額の１割＋消費税相当額で譲渡。 

 

 

 

相談窓口 

 

 

 ・大山乳業農業協同組合 

 ・各農業協同組合 

 ・鳥取県畜産農業協同組合 

 ・（公社）鳥取県畜産推進機構  

 ・鳥取県 

備  考  
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２ 各リース事業の内容 
 

（１）畜産環境整備リース事業 

   一般財団法人畜産環境整備機構が借受者（畜産農家）に対し、希望する機械等を有料で貸付けし、

貸付期間終了後は有料（残存価格）で譲渡する。 

 
ア 貸付機械等の概要 

   ※下記の表に記載のない機械・装置については別途検討するものとする。 
項     目 貸   付   対   象   施   設   等 

家畜ふん尿処理施設等 
 ふん尿処理施設 たい肥舎、乾燥舎、発酵舎、たい肥置き場、貯留槽、浄化槽、副資材置

き場、ふん尿処理施設用屋根 

ふん尿処理機械・

装置 
発酵機、乾燥機、送風機、換気扇、ふん尿焼却炉、鶏ふんボイラー、固

液分離機、汚水撹拌機、ばっ気装置、浄化装置 
運搬用機具 

 
ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾀﾞｰ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、ｺﾝﾍﾞｱｰ、ﾄﾚｰﾗｰ、動力運搬車、搬送装置、ﾊﾟﾈﾙﾎﾞｯｸｽ、  
ﾄﾗｸﾀｰ、ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ、ﾄﾗｯｸ、ﾀﾞﾝﾌﾟｶｰ、軽自動車 

散布機 マニアスプレッダー、バキュームカー、尿ポンプ、ブロードキャスタ、レインガン 

作業用機械 ﾊﾞｰﾝｸﾘｰﾅｰ、ﾋﾟｯﾄｸﾘｰﾅｰ、ｽｸﾚｯﾊﾟｰ、集ふん機、集ふん車、袋詰機、袋詰装置、粉砕機、成型圧縮機  

悪臭防止用機械・装置 換気装置、換気扇、脱臭装置 
その他 太陽光発電システム関連機器 

飼料の生産・給与等施設等 
 飼料貯蔵用械施設 飼料貯蔵施設、飼料貯蔵施設用屋根 

飼料作物生産・ 
調整用機械 

ﾊｰﾍﾞｽﾀｰ、ﾓｱ、ｶｯﾀｰ、ﾚｰｷ、ﾍｰﾍﾞﾗｰ、ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ、ﾃｯﾀﾞｰ、ﾍｰﾒｰｶｰ、ﾛｰﾀﾘｰ、ﾌﾞﾛｰｱｰ、 
ﾃﾞｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ、ｱﾝﾛｰﾀﾞｰ、ﾍﾞｰﾙｸﾞﾗﾌﾞ、ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼﾝ、栽培管理用機械 

飼料調整用機械 飼料混合機、飼料撹拌機、給餌装置 
運搬用機械 ﾄﾗｸﾀｰ、動力運搬車、ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾀﾞｰ、ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ、ｺﾝﾍﾞｱｰ、ﾄﾚｰﾗｰ、ﾌｧｰﾑﾜｺﾞﾝ、ﾎｲｽﾄ 

ﾄﾗｯｸ、ﾀﾞﾝﾌﾟｶｰ、軽自動車 

その他 太陽光発電システム関連機器 

家畜飼養管理等施設等 
 家畜飼養管理施設 簡易畜舎、畜舎屋根 

家畜管理機械・装置  ｶｰﾌﾊｯﾁ、飲水機、給水装置、管理柵、搾乳装置、ﾊﾞﾙｸｸｰﾗｰ、牛床ﾏｯﾄ、ｽﾀﾝﾁｮﾝ、

噴霧機、洗浄機、消毒機、ﾎﾞｲﾗｰ、暖房装置、秤量機、発情発見機、搾乳ﾕﾆｯﾄ自動搬送装置、

集卵装置、汚卵洗浄機、ｴｺﾌｨｰﾄﾞ給餌ｼｽﾃﾑ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、ﾊﾝﾃﾞｨﾀｰﾐﾅﾙ 
その他 太陽光発電システム関連機器 

６次産業化に関する施設等 
 畜産物の加工用設備  食肉加工品製造機器、乳製品製造機器、鶏卵加工品製造機器 

製品保管用機械・装置 冷凍冷蔵庫、ストッカー、冷凍冷蔵ショーケース、非冷ショーケース、 
製品保管用棚、冷蔵冷凍装置、冷凍機、冷却機、冷却装置 

経営管理用機械 コンピュータ、レジスター、プリンター、ハンディターミナル 
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イ 貸付の相手方 

（ア) 都道府県の区域を地区とする農業協同組合連合会又は農業協同組合 

（イ）農業の振興を設立の目的とする一般社団法人又は一般財団法人 

（ウ）農業者又はこれらが構成する集団 

※（ア）及び（イ）の者は、（ウ）の者に対し、直接又は農業協同組合を介して貸付機械を再貸付

することができる。 

 
ウ 貸付施設の貸付料 

年間貸付料＝基本貸付料＋附加貸付料の年額＋消費税相当額 

◇基本貸付料＝（取得価額－譲渡価額）÷リース期間（年） 

◇附加貸付料＝ 取得価額－（譲渡価額＋前年度までに納入された基本貸付料)×基準料率 

◇消費税相当額＝基本貸付料×８％ 

※第１回の貸付料は年間貸付料に４／１２を乗じて得た額となる。 

※最終回の貸付料は年間貸付料に８／１２を乗じて得た額となる。 

※年間貸付料の他に、保証保険・損害保険（火災保険・車両保険または動産総合保険料）・固定

資産税等の負担がある。 

 
エ 納入期限 

◇年１回払いの場合 

第１回の納入期限は、施設等の貸付の開始月の末日から起算して３ヵ月後の月の末日とし、

以後毎年応当月の末日を期限とする。ただし、最終回は貸付開始時の月の末日を期限とする。 

◇年４回払いの場合 

第１回の納入期限は、施設等の貸付の開始月の末日から起算して２ヵ月後の月の末日とし、

以後前回の納入期限から３ヵ月後の月の末日を期限とする。 

 
オ 貸付施設の譲渡 

譲渡価額（＝取得価額×１０％×１．０８）を最終回の貸付料納入期限から３ヵ月後の末日まで 
に納入すれば、貸付施設は借受者に譲渡される。 
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（２）持続的な畜産経営確立のための環境対策等リース事業（調査リース） 

   一般財団法人畜産環境整備機構が借受者（畜産農家）に対し、希望する機械等を有料で貸付けし、

貸付期間終了後は有料（残存価格）で譲渡する。 

 

ア 貸付機械等の概要 

 ※下記の表に記載のない機械・装置については別途検討するものとする。 

リース内容 項 目 ・貸 付 対 象 機 械 等 

排水リース 排水処理施設 

（畜産排水の規制強化に対応するための高能率汚水処理施設、既存施設の機能拡充を

図るための増改築に必要な施設等） 

中古リース 中古機械 

 家畜ふん尿処理関連機械等 

 ふん尿処理機械・装置 発酵機、撹拌乾燥機、火力乾燥機、送風機、換気扇、ふん尿焼却炉、

鶏ふんﾎﾞｲﾗｰ、固液分離機、汚水撹拌機、ばっ気装置、浄化装置 

運搬用機具 ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾀﾞｰ、ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ、ｺﾝﾍﾞｱｰ、ﾄﾚｰﾗｰ、動力運搬車、搬送装置、

ﾊﾟﾈﾙﾎﾞｯｸｽ、ﾄﾗｸﾀｰ、ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ、ﾄﾗｯｸ、ﾀﾞﾝﾌﾟｶｰ、軽自動車 

散布機 ﾏﾆｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ、ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰ、尿ﾎﾟﾝﾌﾟ、ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾀ、ﾚｲﾝｶﾞﾝ 

作業用機械 ﾊﾞｰﾝｸﾘｰﾅｰ、ﾋﾟｯﾄｸﾘｰﾅｰ、ｽｸﾚｯﾊﾟｰ、集ふん機、集ふん車、袋詰機、

袋詰装置、粉砕機、成型圧縮機 

悪臭防止用機械・装置 換気装置、換気扇、脱臭装置 

飼料の生産・給与関連機械等 

 飼料作物生産・ 

調整用機械 

ﾊｰﾍﾞｽﾀｰ、ﾓｱ、ｶｯﾀｰ、ﾚｰｷ、ﾍｰﾍﾞﾗｰ、ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ、ﾃｯﾀﾞｰ、ﾍｰﾒｰｶｰ、

ﾛｰﾀﾘｰ、ﾌﾞﾛｰｱｰ、ﾃﾞｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ、ｱﾝﾛｰﾀﾞｰ、ﾍﾞｰﾙｸﾞﾗﾌﾞ、ﾗｯﾋﾟﾝｸﾞﾏｼﾝ、

栽培管理用機械 

飼料調整用機械 飼料混合機、飼料撹拌機、給餌装置 

運搬用機械 ﾄﾗｸﾀｰ、動力運搬車、ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾀﾞｰ、ｼｮﾍﾞﾙﾛｰﾀﾞｰ、ｺﾝﾍﾞｱｰ、ﾄﾚｰﾗｰ、

ﾌｧｰﾑﾜｺﾞﾝ、ﾎｲｽﾄ、ﾄﾗｯｸ、ﾀﾞﾝﾌﾟｶｰ、軽自動車 

家畜飼養管理等関連機械等 

 家畜管理機械・

装置 

ｶｰﾌﾊｯﾁ、飲水機、給水装置、管理柵、搾乳装置、ﾊﾞﾙｸｸｰﾗｰ、牛床ﾏｯﾄ、 

ｽﾀﾝﾁｮﾝ、噴霧機、洗浄機、消毒機、ﾎﾞｲﾗｰ、暖房装置、秤量機、発情発見機、

搾乳ﾕﾆｯﾄ自動搬送装置、集卵装置、汚卵洗浄機、ｴｺﾌｨｰﾄﾞ給餌ｼｽﾃﾑ  

 

イ～オ （１）畜産環境整備リース事業に準ずる。 
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（３）畜産近代化リース事業 

   公益財団法人畜産近代化リース協会が借受者の希望する機械施設を販売業者から購入し、これを

借受者に有料で貸し付けし、貸付期間終了後に有料（残存価格）で譲渡する制度。 

 

ア 貸付機械等の概要 

種   類 貸 付 対 象 施 設 等 

（ア）草地造成用機械施設 草地造成のための、ブルドーザー、トラクター、トラクターの

付属施設としてトラック、連絡車等 

（イ）自給飼料生産利用機械 

施設 

自給飼料の生産や利用のための、トラクター、プラウ、ハロー、 

モアコンディショナー、テッダー、ラッピングマシン、稲ホー

ルクロップサイレージ生産用機械等 

（ウ）生乳生産合理化機械 

施設 

生乳の生産を合理的に行うための、自動搾乳システム（搾乳ロ

ボット※）、パイプラインミルカー、ミルキングパーラー、搾

乳ユニット自動輸送装置、バルククーラー、生乳検査用の生乳

成分測定器等 

（エ）精液保管等機械施設 凍結精液の保管や輸送を行うための、凍結精液保管器、液体窒

素補給器、精液輸送用自動車等 

（オ）畜舎環境改善機械施設 畜舎等の飼養環境の改善を図るための、消毒器、細霧装置、節

電装置、哺乳ロボット、通風装置、無停電装置等 

（カ）中小家畜管理機械施設 中小家畜の飼養のための、鶏舎用カーテン巻上げ機、育雛ケー

ジ、細霧装置、節電装置、通風装置等 

（キ）家畜市場機械施設 家畜市場の運営のための、電光セリ機、電光掲示盤等 

（ク）食肉食鶏処理流通機械 

   施設 

食肉や食鶏の処理、加工、流通の合理化を図るための、冷凍・

冷却機、自動解体機、スライサー、自動計量器、自動包装機等 

（ケ）鶏卵処理流通機械施設 鶏卵の処理、加工、流通の合理化を図るための、自動洗卵選別

機、オートシーラー等 

（コ）特認機械施設 上記に示したもの以外で、畜産経営を行う上で必要な機械 

※ 搾乳ロボットを導入(申請)する際には、最終借受者と販売店（サービス）との間で「メンテナン 

ス契約」を締結しなければならない。 

 

イ 貸付の相手方 

直接の貸付けの相手方は、施設の種類ごとに異なり、それぞれ以下の団体となる。よって、個人

で貸付けを希望する場合は、貸付けの相手方となれる団体から再貸付を受けることで、借受者とな

ることが出来る。 

なお、施設によっては、団体のみが対象となり、個人で利用出来ないものもある。 
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（ア）草地造成用機械施設（個人での利用不可） 

 ・農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下、「農協等」という。） 

・地方公共団体が出資者又は構成員となっている法人 

・都道府県土地改良事業団体連合会 

・特認借受者 

（イ）自給飼料生産利用機械施設（個人での利用可） 

・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構又は農業協同組合等が出資者又は構成員となっている

法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人又は一般財団法人（以下「一般社団法人等」 

 という。） 

・畜産に関する事業を営む者を構成員とする中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に

基づく事業協同組合又は協同組合連合会であって、理事長が特に認めるもの（以下「特認事業

協同組合等」という。） 

・特認借受者 

（ウ）生乳生産合理化機械施設（個人での利用可） 

・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構又は農業協同組合等が出資者又は構成員となっている

法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等 

・特認借受者 

（エ）精液保管等機械施設（個人での利用不可） 

・農業共済組合若しくは農業共済組合連合会（以下「農業共済組合等」という。）又は農業協同

組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構又は農業協同組合等が出資者又は構成員となっている

法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等 

・特認借受者 

（オ）畜舎環境改善機械施設（個人での利用可） 

・農業共済組合等又は農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等 

・特認事業協同組合等 

・特認借受者 

（カ）中小家畜管理機械施設（個人での利用可） 
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・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等 

・特認借受者 

（キ）家畜市場機械施設（個人での利用不可） 

家畜市場再編整備計画に基づき整備された家畜市場を所有する次に掲げる法人 

・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・特認事業協同組合等 

・特認借受者 

（ク）食肉食鶏処理流通機械施設（個人での利用不可） 

・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・特認事業協同組合等 

・特認借受者 

（ケ）鶏卵処理流通機械施設（個人での利用不可） 

・農業協同組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・特認事業協同組合等 

・特認借受者 

（コ）特認機械施設（個人での利用不可） 

・農業協同組合等又は農業共済組合等 

・地方公共団体、（独）農畜産業振興機構、農業協同組合等又は農業共済組合等が出資者又は構

成員となっている法人 

・畜産の振興に関する事業を実施する一般社団法人等 

・特認借受者 

ウ 貸付施設の貸付料 

年間貸付料＝基本貸付料＋附加貸付料の年額＋消費税相当額 

◇基本貸付料（年額）＝（貸付施設の取得価額×９０％）÷リース契約期間（年数） 

◇附加貸付料 

（貸付施設の取得価額－基本貸付料納入済額）×１％ 

◇消費税相当額＝基本貸付料×８％ 

※年間貸付料の他に、固定資産税、自動車諸税、その他公租公課及び動産総合保険料の負担がある。 
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エ 納入期限 

リース料の支払回数は年２回とし、上半期においては９月末日まで、下半期においては３月末日

までとする。 

 

オ 貸付施設の譲渡 

譲渡価額（＝取得価額×１０％×１.０８）を、最終回の貸付料納入期限が年度の上半期であれば

９月末日までに、下半期であれば３月末日までに納入すれば、貸付施設は借受者に譲渡される。 

 

 



- 56 - 
 

Ⅷ 平成３０年度畜産関係融資制度 
１ 用途別に見た制度資金一覧表 

農
地
の
取
得

農
地
の
賃
借

農
地
の
改
良

農
業
機
械
の
取
得

農
用
施
設
の
取
得
・
改
良
・
造
成

農
産
物
の
処
理
加
工
施
設
建
築

施
設
・
機
械
の
賃
借
料

農
家
住
宅
の
改
良
・
取
得

農
業
集
落
排
水
施
設
の
設
置

農
家
民
宿
の
整
備

農
業
経
営
の
開
始

農
業
に
関
す
る
研
修

パ
ソ
コ
ン
等
の
導
入

施
設
の
災
害
復
旧

経
営
資
金

認定農業者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

その他の担い手 ● ● ● ● ● ● ● ●

認定農業者 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

その他の担い手 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

農業経営基盤強化資金
（スーパーＬ資金）

認定農業者 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

経営体育成強化資金 その他の担い手 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

負
債
整
理

関
係
資
金

農業経営負担軽減支援資金 農業者
（所得過半要件あり）

●

認定農業者 ● ● ● ●

農業基盤整備資金
土地改良区・
農協・法人等

● ●

振興山村・過疎地域
経営改善資金

農業者
（地域要件あり）

● ● ● ● ● ●

認定農業者 ●

その他の担い手 ●

畜産経営環境調和推進資金
畜産業者等
（要件あり）

● ●

青年等就農資金 認定新規就農者 ● ● ● ● ● ● ●

農林漁業セーフティネット
資金

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

担い手育成
生活環境
改善

株
式
会
社
日
本
政
策

金
融
公
庫
資
金

負
債
整
理

災害

資金項目

担
い
手
向
け
資
金

（
経
営
改
善
関
係
資
金

）

農業近代化資金

農業改良資金

土地関係

家
畜
の
購
入
育
成

貸付対象者

施設・
農機具

 
※資金借り入れの資格や要件等については代表的なものだけを載せていますので、資金の借り入れをしようとする場合

には、まず農協、市町村の農業担当課、農業委員会、又は最寄りの農業改良普及所か総合事務所農林局農（林）業振

興課等と十分相談し、それから必要な書類の作成にとりかかってください。また、制度金融の各種資金を借り入れる

場合には、事前に借入れ内容の審査を受けることになっています。 
〔留意事項〕 

・経理状況：経理状況を明確にするために、資金の受入れ、支払いに際しては自己資金を含め、資金の専用口座を利

用してください。また、支払い先からは必ず領収書を受け取り、償還終了まで保管しておいてください。 
・制度資金の併用：同一の施設等について、２つ以上の制度資金をあわせて借り受けることはできません。 
・事前着手：貸付決定または、利子補給承認前に事業着手または既に事業完了しているものは、貸付対象にはなりま

せん。 



２　資金の概要

【担い手向資金（経営改善関係資金）】

具体的な使途
貸付利率

（％）
償還期限

（据置期間含）
据置期間
(以内）

貸付限度額
融資率
（％）

建構築物造成資金 農舎、畜舎、堆肥舎等の農業用施設の改良・造成又は取得 15年以内 3～7年

家畜購入育成資金 乳牛その他の家畜の購入又は育成 7年以内 2年

小土地改良資金 事業費18,000千円を超えない農地又は牧野の改良造成又は復旧 15年以内 3～7年

農業改良資金

①新たな農業部門の開始
②新たな加工事業の開始
③農産物又は加工品の新たな生産方式の導入
④農産物又は加工品の新たな販売方式の導入

等をする場合に、次のものが対象

①農業生産用施設・機械、農産物処理加工施設・販売施設等の改
良、取得等
②家畜の購入費、果樹や茶などの新植・改植費、その育成費
③農地の利用権や農業用施設・機械の賃借料等の一括支払い
④品種の転換や営業権の取得、研究開発費
⑤需要開拓のための調査費用、通信・情報処理機材の取得等
⑥農業改良措置の導入に必要な資材費・雇用労働等初度的経営
費

無利子 　　 12年以内

　　　　3年
ただし、次に該
当する場合は5
年以内
①振興山村過疎
地域、中山間地
域などの特定地
域で事業を実施
する場合
②農商工等連携
促進法の認定ま
たは六次産業化
法の認定を受け
た農業者等（認
定計画に掲げる
事業に取り組む
方）

農業者
　5,000万円

法人又は団体
　1億5,000万円

認定農業者、
ｴｺﾌｧｰﾏｰ、六
次産業化法や
農商工等連携
促進法の認定
を受けた方
100

その他　80

農業経営基盤強化資金
（スーパーL資金）

①農地等の取得、改良等
②農業経営施設・機械の改良、造成、取得
③農産物の加工処理、流通販売施設、観光農業施設等の改良、造
成、取得
④賃借権、機械等の利用権その他の無形固定資産の取得
⑤家畜の導入
⑥農地賃借料の支払いその他農業経営の改善を図るのに必要な
長期資金
⑦負債の整理その他農業経営の改善の前提として経営の安定に必
要な長期資金

0.20～0.30％ 25年以内 10年

個人 3億円
（特認6億円)

法人 10億円
（特認２０億円)

100

経営体育成強化資金
（前向き投資資金と負債
整理の２つから構成）

①農地・牧野の改良、造成、農地・採草放牧地の取得
②農地・農機具賃借料の全額一括前払
③家畜の購入、育成
④農業経営改善を図るための施設の改良、取得、負債整理

0.30% 25年以内 3～5年
個人 1億5千万円

法人又は団体 5億円

前向き 80

負債 100
（限度額有）

平成３０年７月１９日現在

公
庫
資
金

農
業
近
代
化
資
金

資金項目

0.30%
農業者 1,800万円

法人 2億円

認定農業者
100

その他
80
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【負債整理関係資金】

資金項目 具体的な使途
貸付利率

(％)
償還期限

(措置期間含)
措置期間

(以内)
貸付限度額

融資率
(％)

農業経営負担軽減支援資金
営農負債及び制度資金のうち貸付利率が5％を超える負債の
借換に必要な資金

0.30%
10年以内

特認15年以内
3年 営農負債の残高 100

【農業経営改善促進資金（スーパーS資金）】

農業経営改善促進資金
（スーパーＳ資金）

農業経営改善計画の達成に必要な運転資金 1.50% 1年以内 ―
個人500万円（畜産経営2,000万円）
法人2,000万円（畜産経営8,000万円）

100

【日本政策金融公庫資金】

農業基盤整備資金 農地等の新設、改良、造成又は復旧及び農村環境整備

＜補助＞
　県営0.45％
　団体営0.30％
＜非補助＞
　0.30％
＜災害復旧＞
　0.20～0.30％

25年以内 10年 受益者の負担する額 ―

振興山村・過疎地域
経営改善資金

山村振興地域及び過疎地域での施設・農機具の購入
搾乳牛・繁殖用の肉用雌牛・豚・めん羊・山羊の購入

＜補助事業＞
　一般0.45％
　共同1.45％
＜非補助＞
　0.30％

25年以内 8年
個人1,300万円
法人5,200万円

80

農林漁業セーフティネット資金
災害売上高の減少、所得率の悪化、燃油や家畜飼料等の高
騰等により農業経営が困難になった場合に経営の維持安定
に必要な運転資金

0.20% 10年以内 3年
個人600万（特認は年間経営費の12分
の3以内）

100

畜産経営環境調和推進資金
家畜排せつ物の管理の適正化・利用の促進のために必要な
施設・機械の整備、利用料の一時払い
家畜排せつ物利用の促進を行う法人への出資等

0.30% 15～20年以内 3年

次のいずれか低い額
　貸付者負担額の80（特認90）％
　個人3,500万円（特認1億2,000万円）
  法人7,000万円（特認4億円）

―

青年等就農資金 機械・施設の整備等経営の開始に必要な経費 無利子 12年以内 5年 3,700万円 100
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３　畜産特別資金一覧表
平成３０年７月１９日現在

負債の償還が困難な養豚経営に対し、長期・低利の借換資金の融
通を行うことで、経営体質の強化を図る。

豚

1.60%

利子補給率 一般 1.05%

(国） 特認 1.05%

一般 0.30%

特認 0.30%

１　経営改善支援
　　　一般7年以内（うち据置3年以内）
　　　特認15年以内（うち据置5年以内）
　　　残借15年以内（うち据置5年以内）
２　経営承継資金
　　　15年以内（うち据置5年以内）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【②】

事 業 内 容

肉用牛、乳用牛

　毎年の約定償還額のうち当該年度において償還が可能なものを借り換える（ローリング方式）資金の融通等。

　後継者が親等から大家畜経営を承継する場合に、必要な範囲で負債を一括して借り換える資金の融通。

　上記１、２の資金を円滑に融通するための保証基盤の拡充。

対 象 家 畜

１　経営改善支援
　　　一般15年以内（うち据置3年以内）
　　　特認25年以内（うち据置5年以内）
　　　残借25年以内（うち据置5年以内）
２　経営承継資金
　　　25年以内（うち据置5年以内）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【①】

基準金利 1.60%

償還期間

金利

資 金 名

資 金 の 目 的

大家畜・養豚特別支援資金

１　経営改善資金

末端金利
0.30%

負債の償還が困難な酪農及び肉用牛経営に対し、長期・低利の借
換資金の融通を行うことで、経営体質の強化を図る。

２　経営継承資金

３　保証基盤の拡充

1.05%

1.05%

0.30%
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４　家畜疾病経営維持資金一覧表
平成３０年７月１９日現在

資 金 の 種 類 経営再開資金 経営継続資金

対 象 地 域

2 　本病の発生月が直近１ヶ月までの平均販売単価が、原則として、前年から過去５年間の同期
の平均販売単価の平均と比較して、概ね２割以上低下していること。（ただし、種鶏業者、孵卵
業者及び育雛業者においては、平均販売単価に代えて販売額で比較することができる。）

貸 付 限 度 額

個人　２，０００万円
法人　８，０００万円

※知事特認あり

乳用牛：１頭当たり１３万円
肥育牛：１頭当たり１３万円
繁殖雌牛：１頭当たり６万５千円
肥育豚：１頭当たり１万３千円
繁殖豚：１頭当たり２万６千円
繁殖用めん羊・山羊：１頭当たり１万３千
円
家きん：１００羽当たり５万２千円

貸 付 利 率

償 還 期 限 ５年（うち据置期間２年）以内

低 利 融 通 仕 組

貸 付 期 間

事 業 実 施 主 体

融資機関に0.6464％の利子を補給

３年（うち据置期間１年）以内

経営維持資金

制限なし（発生県を含めた全国が対象）

　平成２１年４月以降において、国内における高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフ
ルエンザの発生に伴う家きん肉又は家きん卵の価格低下、出荷減少等による経済的影響を受
け、経営維持が困難となった生産者のうち、次に掲げる要件のいずれかを満たす者。

1 　経営維持計画作成時における直近1ヶ月間（肉用鶏にあっては直近）の販売に係る㎏当たり
換算額（以下「平均販売単価」という。）が原則として、前年から過去5年間の同月（肉用鶏に
あっては同時期）の平均販売単価の平均と比較して、概ね２割以上低下していること。（ただ
し、種鶏業者、孵卵業者及び育雛業者においては、平均販売単価に代えて販売額で比較す
ることができる。）

家きん１００羽あたり５万２千円

　移動制限又は搬出制限が行われた区域（移動自粛含む）高病原性鳥
インフルエンザ等対象伝染病発生を中心とした地域が対象

（社）中央畜産会

（※）平成２２年４月２０日以降の口蹄疫について、特例措置あり。

融 通 対 象 者

　対象伝染病の発生に伴う家
畜等の処分により経営の停止
又はこれに準ずる深刻な影響
を受けた者（発生農場で適
用）（※）

　対象伝染病の発生に伴う家畜及び畜
産物の移動制限等により経営維持が困
難となった者（発生農家以外で移動制限
区域等の範囲にある農家で適用）　（※）

＜対象家畜伝染病＞
伝染病海綿状脳症（TSE)

高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ
豚コレラ
口蹄疫

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで

0.800%

融資機関に対し0.800%の利子を補給

0.800%
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基準価格 補てん率 出荷市場等

畜産経営の安定に関
する法律
（昭和36年11月1日法
律第183号）

独立行政法
人農畜産業
振興機構

加工原料乳の限度数量内において
対象事業者に対し、その事業者の
行う生乳受託販売に係る加工原料
乳につき、交付金等を交付する。加
えて集送乳が確実に行えるよう、対
象事業者に対して集送乳調整金を
交付する。

（生産者補給金単価）8.23円/㎏
（集送乳調整金単価）2.43円/㎏
（限度総数量）340万トン

対象事業
者

　国　100％

鶏卵生産者価格安定
対策事業実施要綱
（平成23年4月1日22
生畜第2067号制定農
林水産事務次官依命
通知）

一般社団法
人日本養鶏
協会

卵価が補てん基準価格を下回った
場合に、差額の９０％を補てんす
る。

（補てん基準価格）185円/㎏ 90% 全農

黒 毛 和 種
（保証基準価格）　　341千円/頭
（合理化目標価格） 284千円/頭

褐 毛 和 種
（保証基準価格）　　311千円/頭
（合理化目標価格） 261千円/頭

そ の 他 の
肉 専 用 種

（保証基準価格）　　222千円/頭
（合理化目標価格） 151千円/頭

乳 用 種
（保証基準価格）　　141千円/頭
（合理化目標価格） 　98千円/頭

交 雑 種
（保証基準価格）　　216千円/頭
（合理化目標価格） 158千円/頭

肥育牛１頭当たりの粗収益（全国平
均）が生産費（全国平均）を下回っ
た場合に、差額の９割を補てんす
る。（平成３０年度１年限り）

独立行政法人農畜産業振興機構が
四半期（月）毎に粗収益・生産費（全
国平均）を算定

90%
（平成３０年度１年

限り）

　農畜産業振興機構　3/4
　生　　　 産 　　　者　 1/6
　　　　　　県　　　　　　1/12

肥育豚1頭当たりの粗収益（全国平
均）が、生産費（全国平均）を下
回った場合に、差額の８割を補てん
する。

（上記と同様） 80%
　農畜産業振興機構　1/2
　生　　　 産 　　　者　 1/3
　　　　　　県　　　　 　　1/6

Ⅸ　平成３０年度畜産・酪農経営安定対策

（消費
税込）

中央卸売
市場又は
指定場所

畜産経営の安定に関
する法律
（昭和36年11月1日法
律第183号）

独立行政法
人農畜産業
振興機構

肉用子牛生産安定等
特別措置法
（昭和63年12月22日
法律第98号）

独立行政法
人農畜産業
振興機構

保証基準価格と
合理化目標価格
との間
100％

合理化目標価格
を下回る部分
90％

保証の内容
備考負担割合

保証基準価格と合理化目標
価格の間の補てん分
　農畜産業振興機構　100％

合理化目標価格を下回る部分
の補てん分
　農畜産業振興機構　50％
　生　　 　産 　　　者 　25％
　　　　  　県　　　 　　　25％

根拠法令 実施機関 制度の内容

生産者団体、農畜産業振興機構、
県が出資する肉用子牛価格安定基
金協会は、肉用子牛の価格が保証
基準価格を下回った場合に、生産
者に対し生産者補給金を交付す
る。

肉用
子牛

肉 用 牛 肥 育

養 豚

鶏 卵

加 工 原 料 乳

該当畜産物
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１　畜産関係行政機構図

0857(20)3554
(FAX 0857(20)3561)

0857(20)3562
(FAX 0857(20)3566)

0858(72)3815
(FAX 0858(73)0136)

0858(72)3839
(FAX 0858(72)3567)

0858(23)3163
(FAX 0858(23)3134)

0858(23)3191
(FAX 0858(23)3198)

0858(52)2125
(FAX 0858(52)2127)

0859(31)9643
(FAX 0859(34)1083)

0859(31)9689
(FAX 0859(39)0494)

0859(53)3721
(FAX 0859(53)3723)

0859(72)2006
(FAX 0859(72)2001)

0859(72)2027
(FAX 0859(72)2090)

食のみやこ推進課 0857(26)7834 (FAX 0857(2１)0609)

日 野 振 興 局

農業振興戦略監

日 野 振 興 セ ン タ ー

市 場 開 拓 局

日 野 農 業 改 良 普 及 所

中 部 総 合 事 務 所

西 部 総 合 事 務 所

肉 用 牛 担 当

総 合 事 務 所

（商工労働部共管）

Ⅹ　畜産関係行政機構図及び畜産関係団体

環境・養鶏研究室 　　　　　〃　　　(　　　　　〃　　　　　 )

とっとり農業戦略課 研 究 ・ 普 及 推 進 室 0857(26)7388　(FAX 0857(26)8497)

農 林 水 産 総 務 課 0857(26)7255 (FAX 0857(26)8115)

東 部 農 林 事 務 所 農業振興課（経営支援担当）

0857(26)7289・7829・7290　（　　　〃　    )

衛 生 環 境 担 当 0857(26)7286・7287　（　　　〃 　　 )

病性鑑定室　0858(26)3341 (FAX 0858(26)8164)倉吉家畜保健衛生所

畜 産 課

肉 用 牛 研 究 室  0858(55)1362 (FAX 0858(55)0330)

育種改良研究室 　　　　　〃　　　(　　　　　〃　　　　　 )

鳥 取 農 業 改 良 普 及 所

0859(62)0140 (FAX 0859(62)0143)

畜 産 試 験 場

西部家畜保健衛生所

八 頭 農 業 改 良 普 及 所

酪農・飼料研究室 　　　　　〃　　　(　　　　　〃　　　　　 )

農 業 大 学 校 0858(45)2411 (FAX 0858(45)2412)

八 頭 事 務 所 農林業振興課（農業振興室）

中 小 家 畜 試 験 場 養 豚 研 究 室  0859(66)4121 (FAX 0859(66)4233)

0857(26)7291・7288・7831　（　〃  )

農 林 局

東 伯 農 業 改 良 普 及 所

農林業振興課（生産流通担当）

農 林 局 農業振興課（生産流通担当）

鳥取家畜保健衛生所 0857(53)2240 (FAX 0857(53)6352)

農林業振興課（農業振興室）

管 理 担 当 0857(26)7333　(FAX 0857(26)7292)

西 部 農 業 改 良 普 及 所

西 部 農 業 改 良 普 及 所
大 山 普 及 支 所

農 林 水 産 部

倉 吉 農 業 改 良 普 及 所

酪 農 ・ 経 済 担 当
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鳥取地区

①
②

③
A

B
④

C
⑤

⑥
⑦⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

D
E

八頭地区

倉吉地区

米子地区

日野地区

①県庁 ⑧畜産試験場
②東部農林事、鳥取農改 ⑨大山農改支所
③鳥取家保 ⑩西部家保
④八頭事、八頭農改 ⑪西部総合、西部農改
⑤中部総合、倉吉農改 ⑫中小家畜試験場
⑥倉吉家保 ⑬日野振、日野農改
⑦東伯農改 ⑭農業大学校
総合：総合事務所

農改：農業改良普及所

家保：家畜保健衛生所

 事  ：事務所

 振  ：振興センター

（公財）鳥取県畜産振興協会 電　話
Ａ　鳥取放牧場　河合谷牧野 090-3179-6797
Ｂ　鳥取放牧場 0857(53)2641
Ｃ　鳥取放牧場　兵円牧野
Ｄ　鳥取放牧場　俵原牧野 090-9508-0981
Ｅ　大山放牧場 0859(52)2528
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２ 畜産関係団体一覧 

法人の種類 団　体　名 代　表　者 事　務　所　（局）　の　所　在　地

公益財団法人 鳥取県畜産振興協会 理事長　亀田　進一
〒689-1124　鳥取市越路字蓬谷775-1
　TEL(0857)37-4530

公益財団法人
鳥取県農業農村担い
手育成機構

理事長　上場　重俊
〒680-8570　鳥取市東町1丁目271番地
　　　　　　　　　　鳥取県庁第2庁舎8階
　TEL(0857)26-8349

公益社団法人 鳥取県畜産推進機構 会長理事　谷口　節次
〒680-0833　鳥取市末広温泉町723
　TEL(0857)21-2774

公益社団法人 鳥取県獣医師会 会長　石田　茂

〒680-0864　鳥取市吉成731-1
　　　　　　　　　　大山乳業農業協同組合
　　　　　　　　　　鳥取支所2階
　TEL(0857)53-4300

一般社団法人
鳥取県配合飼料価格
安定基金協会

理事長　伊吹　直
〒689-1121　鳥取市南栄町16
　TEL(0857)53-6636

特 別 法 人 鳥取県農業共済組合
組合長理事
　　　　　　坂本　昭文

〒689-2202　東伯郡北栄町東園271番地
　TEL(0858)37-5631

特 別 法 人
大山乳業農業協同組
合

代表理事組合長
　　　　　　小前　孝夫

〒689-2393　東伯郡琴浦町保37-1
　TEL(0858)52-2211

特 別 法 人
鳥取県畜産農業協同
組合

代表理事組合長
　　　　　　木下　智

〒689-1112　鳥取市若葉台南7丁目2番11号
　TEL(0857)52-1129
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団体の種類 団　体　名 代　表　者 事　務　所　（局）　の　所　在　地

任 意 団 体
鳥取県牛肉販売協議
会

会長　尾崎　博章
〒689-3203　西伯郡大山町小竹1291-1
　　　　　　　　　　全農ミートフーズ株式会社内
　TEL(0859)54-4799

任 意 団 体 鳥取県養鶏協会 会長　小川　孜
〒689-3214　西伯郡大山町加茂2253
　TEL(0859)54-2488

任 意 団 体 鳥取県養蜂組合 組合長　岡田　康文
〒683-0222　西伯郡南部町市山842
　TEL(0859)64-2861

任 意 団 体
鳥取地どり生産者協
議会

会長　長尾　裕昭
〒689-0425　鳥取市鹿野町今市972-1
　　　　　　　　　　株式会社ふるさと鹿野内
　TEL(0857)84-2205

任 意 団 体
鳥取県家畜人工授精
師協会

会長　國岡　恒雄
〒680-8570　鳥取市東町1丁目220番地
　　　　　　　　　　鳥取県庁畜産課内
　TEL(0857)26-7290

任 意 団 体 鳥取県家畜改良協会 会長　小前　孝夫
〒689-2351　東伯郡琴浦町保37-1
　TEL(0858)53-0725

任 意 団 体 鳥取県牛乳普及協会 会長　小前　孝夫
〒689-2351　東伯郡琴浦町保37-1
　TEL(0858)53-0725

任 意 団 体
鳥取県酪農ヘルパー
事業組合

組合長　小前　孝夫
〒689-2351　東伯郡琴浦町保37-1
　TEL(0858)52-2222

任 意 団 体
鳥取県食肉消費対策
協議会

会長　西山　善博
〒683-0054　米子市糀町2-70
　TEL(0859)22-8004

任 意 団 体
鳥取県和牛生産者連
絡協議会

会長　木嶋　泰洋
〒689-2542　東伯郡琴浦町湯坂350-1
　TEL(0858)55-2941

任 意 団 体 鳥取県削蹄師会 会長　中島　忠博 〒682-0922　倉吉市福守町541-2

任 意 団 体
鳥取県産ブランド豚
振興会

会長　生田　孝信

〒680-0833　鳥取市末広温泉町723
　　　　　　　　　　公益社団法人
　　　　　　　　　　　　鳥取県畜産推進機構内
　TEL(0857)21-2774

株式会社 鳥取県食肉センター
代表取締役社長
　　　　川下　裕之

〒689-3203　西伯郡大山町小竹1291-1
　TEL(0859)54-3781～3784

 
 
 
 
 



- 66 - 
 

 
 

参  考  資  料 
 
 
１．農業概要 

(１) 土地及び耕地 

総土地面積 耕 地 面 積 耕　地　率（※）

ha ha %
37,797,389 4,444,000 11.9

ha ha %
350,713 34,500 9.8

全　　国

鳥　取　県

 
資料 １．総土地面積は、国土交通省国土地理院「平成 29 年全国都道府県市町村別面積調」 
     （平成 29 年 10 月 1 日時点） 
   ２．耕地面積は、農林水産省「平成 29 年耕地及び作付面積統計」 

※ 耕地率とは、総土地面積のうち、耕地面積（田畑計）が占める割合（％）である。 

 
(２) 農業の現況 

区分 年次

中国に
占める
鳥取県
の割合

全国に
占める
鳥取県
の割合

農　業　戸　数 H27 17,846 戸 121,572 戸 1,329,591 戸 14.7 1.3
専 業 農 家 数 H27 4,656 戸 38,821 戸 442,805 戸 12.0 1.1
農業就業人口 H27 26,126 人 165,651 人 2,096,662 人 15.8 1.2
耕　地　面　積 H29 34,500 ha 240,100 ha 4,444,000 ha 14.4 0.8
耕　　地　　率 H29 9.8 ％ 7.5 ％ 11.9 ％ － －

鳥取県 中国 全国

 
資料：農林水産省「2016 年農林業センサス」「平成 29 年耕地及び作付面積統計」 
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 (３) 農業産出額と生産農業所得（平成 28年） 

中　国 全　国
億円 ＿％ 億円 億円

137 113.2 1,144 16,579 12.0 0.8

野　　　菜 236 117.4 1,027 25,567 23.0 0.9

果　　　実 77 105.4 561 8,333 13.7 0.9

畜　　　産 270 101.8 1,774 32,424 15.2 0.8

そ　の　他 44 118.9 252 10,148 17.5 0.4

合　　　計 764 109.6 4,758 93,051 16.1 0.8
％ ％ ％

17.9 - 24.0 17.8 - -

野 菜 の 割 合 30.9 - 21.6 27.5 - -

果 実 の 割 合 10.1 - 11.8 9.0 - -

畜 産 の 割 合 35.3 - 37.3 34.8 - -

全　国

米

鳥取県の割合(％)＊

米 の 割 合

農
業
産
出
額

区　　　　　　　　分 鳥取県 対前年比 中　国

 
資料：農林水産省「平成 28 年生産農業所得統計（都道府県別推計統計表）」 
 注：＊印は、中国及び全国に対する鳥取県の比率 
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 (４) 家畜飼養頭羽数及び畜産物生産量 

鳥取県

の順位

割　合

（％）

割　合

（％）

8,030 44,270 4 18.1 1,323,000 0.6

18,000 118,700 4 15.2 2,499,000 0.7

66,600 266,400 2 25.0 9,346,000 0.7

624 22,700 5 2.7 178,900 0.3

56,451 288,954 3 19.5 7,393,717 0.8

6,339 39,644 3 16.0 1,051,332 0.6

和牛 2,017 11,040 3 18.3 444,120 0.5

乳牛 3,538 18,244 3 19.4 366,478 1.0

その他 784 10,360 - - 240,734 -

80,122 299,150 2 26.8 16,391,958 0.5

10,895 320,187 5 3.4 2,562,243 0.4

- - - - - -ブロイラー（千羽）

生
産
量

28

採卵鶏（千羽）

生乳（トン）

肉牛（頭）

肉豚（頭）

鶏卵（トン）

鳥　取　県 中　　国 全　　国

飼
養
頭
羽
数
29

乳用牛（頭）

肉用牛（頭）

区　　　　分

豚（頭）

 
資料：農林水産省「平成 29 年・平成 28 年畜産統計」「平成 28 年牛乳乳製品統計」 

「平成 28 年畜産物流通統計（と畜場統計調査）（鶏卵流通統計調査）（食鳥流通統計調査）」 
 注 ：飼養頭羽数については、平成 29 年 2 月 1 日現在のもの。 
      ※豚・採卵鶏については、販売目的で飼養している頭羽数で、平成 29 年 2 月 1 日現在のもの。 
   平成 28 年ブロイラー生産量は、平成 27 年に畜産流通統計調査の変更があったため、算出して

いない。そのため、「－」とした。 
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(５) 市町村別飼養頭羽数（H29.2.1 現在） 

戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 羽数

県　合　計 128 9,054 315 18,604 26 68,641 82 3,809,934

鳥　取　市 8 549 23 1,888 2 x 5 393,599

岩　美　町 1 x 3 900   1 x

八　頭　町 4 263 12 1,190 1 x

若　桜　町 4 187 2 x

智　頭　町 8 283 2 x

倉　吉　市 12 858 48 1,299 3 2,722 1 x

湯 梨 浜 町 3 130,650

三　朝　町 3 148 7 1,213

北　栄　町 5 511 19 2,695 4 4,557 3 126,265

琴　浦　町 39 3,352 49 6,008 7 9,517 25 1,469,682

米　子　市 6 59 9 131 10 614,370

境　港　市 1 x

大　山　町 35 2,544 40 1,253 6 37,842 23 467,441

日 吉 津 村 1 x

伯　耆　町 6 89 34 906 2 x

南　部　町 2 x 10 266 1 x

江　府　町 2 x 13 53

日　野　町 1 x 17 100

日　南　町 4 136 18 230 1 x 5 341,407

（単位　　戸数：戸　　頭数：頭　　羽数：羽）

酪農 肉用牛 豚 養鶏

 
資料：県畜産課調べ 
 注 ：戸数が３戸未満の市町村における飼養頭羽数については秘密保持のため「x」表示とした。 
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２．県内農業産出額及び類別構成 

実額：千万円
構成比：％

加　工
米 野菜 果実 工芸農作物 その他 肉用牛 乳用牛 豚 鶏 その他 農産物

S55 9,658 6,321 2,280 1,627 1,389 548 477 21 3,314 441 628 852 1,383 10 1
H 2 10,754 7,788 2,461 2,187 1,997 333 810 3 2,963 531 722 586 1,114 10 1
12 7,751 5,731 2,040 1,740 1,182 235 534 - 2,017 235 626 413 737 6 4
25 6,790 4,470 1,540 1,900 680 40 310 - 2,310 260 660 510 890 10 0
26 6,530 4,070 1,100 1,930 670 30 340 - 2,460 260 660 540 1,000 0 0
27 6,970 4,320 1,210 2,010 730 30 340 - 2,650 340 690 540 1,070 0 0
28 7,640 4,940 1,370 2,360 770 30 410 - 2,700 440 720 520 1,020 0 0
S55 100 65.4 23.6 16.8 14.4 5.7 4.9 0.2 34.3 4.6 6.5 8.8 14.3 0.1 0.0
H 2 100 72.4 22.9 20.3 18.6 3.1 7.5 0.0 27.6 4.9 6.7 5.4 10.4 0.1 0.0
12 100 73.9 26.3 22.4 15.2 3.0 6.9 - 26.0 3.0 8.1 5.3 9.5 0.1 0.1
24 100 69.7 25.9 27.9 10.5 0.6 4.8 - 30.3 3.9 9.5 6.1 10.7 0.0 0.0
25 100 65.8 22.7 28.0 10.0 0.6 4.6 - 34.0 3.8 9.7 7.5 13.1 0.1 0.0
26 100 62.3 16.8 29.6 10.3 0.5 5.2 - 37.7 4.0 10.1 8.3 15.3 0.0 0.0
27 100 62.0 17.4 28.8 10.5 0.4 4.9 - 38.0 4.9 9.9 7.7 15.4 0.0 0.0
28 100 64.7 17.9 30.9 10.1 0.4 5.4 - 35.3 5.8 9.4 6.8 13.4 0.0 0.0

構
 

成
 

比

実
　
　
　
額

　単位

区　分 合　　計
小　計

耕　　　　　　　　　　　　　　　　　種
養蚕 小　計

畜　　　　　　　　　　　　　　　　　産

 
 資料：中国四国農政局「鳥取農林水産統計年報」 
  注 ：数値については、集計事に四捨五入等の処理がされていることから、合計と内訳の計が一致しないことがあります。 
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３．家畜飼養農家数及び飼養頭羽数の推移 

(1)肉用牛 

２才 ２才 ２才 ２才

未満 以上 未満 以上

S55 6,450 26,750 14,550 4,860 9,690 4,000 3,865 135 8,200 4.1 100

H2 3,030 27,500 10,100 3,350 6,750 5,600 5,080 520 11,800 9.1 103

12 960 25,100 7,870 － － 4,830 － － 12,400 26.1 94

25 368 19,400 7,270 3,460 3,810 3,330 2,730 600 8,790 52.7 73

26 346 18,400 7,320 3,700 3,620 3,000 2,520 480 8,110 53.2 69

27 328 18,000 7,690 3,910 3,780 2,510 2,160 350 7,820 54.9 67

28 323 17,600 7,760 3,920 3,840 2,580 2,220 360 7,300 54.5 66

29 319 18,000 7,690 3,700 2,890 2,610 1,200 410 7,660 56.4 67

飼
養
戸
数

年
 
 

次

指数

55年

(100)

めす おす 乳用種

１
戸
当
た
り
の
頭
数

飼　　養　　頭　　数

総頭数

 

資料：中国四国農政局「鳥取農林水産統計年報」 
 
(２)乳用牛 

２才

未経 未満

小計 搾乳牛 乾乳牛 産牛 （めす）

S55 1,270 13,450 － － － － － － 10.6 100 － － －

12 330 10,900 8,150 7,600 6,550 1,050 550 2,750 33.0 81 80.4 12.9 6.7

25 167 10,100 6,580 6,320 5,450 870 260 3,530 60.5 75 83.2 13.3 4.0

26 162 9,980 6,550 6,180 5,320 860 360 3,430 61.6 74 81.2 13.1 5.5

27 153 9,740 6,290 5,990 5,220 770 300 3,450 63.7 72 83.0 12.2 4.8

28 140 8,370 6,120 5,780 5,060 730 340 2,250 59.8 62 80.4 11.6 5.4

29 131 8,030 5,930 5,580 4,970 610 360 2,090 61.3 60 79.0 9.7 5.7

10021.6 － － －

年
　
　
次

4,640H2 620 13,400 － 8,760 7,390 1,370

飼養頭数

２才以上（めす）

経　　産　　牛
計

総
　
頭
　
数

飼
養
戸
数

１
戸
当
た
り
の
頭
数

指数

55年

(100)

搾
　
乳
　
牛

乾
　
乳
　
牛

２才以上構成比

未
経
産
牛

 

資料：中国四国農政局「鳥取農林水産統計年報」 
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(３)豚 

S55 1,610 － 110,000 － － － － 68 100

H2 330 310 120,500 12,800 － － － 365 110

12 80 80 74,400 7,650 500 60,400 5,890 930 68

25 39 36 68,300 6,650 260 59,600 1,840 1,751 62

26 37 34 64,700 6,220 250 56,500 1,750 1,749 59

27 － － － － － － － － －

28 29 26 68,800 6,680 170 60,900 1,050 2,372 63

29 26 23 66,600 2,090 110 64,200 250 2,562 61

飼
養
戸
数

子取用
め　す
飼　養
戸　数

年
　
　
次

総頭数
子取用
めす豚

１
戸
当
た
り
の
頭
数

指数

55年

(100)

種おす豚 肥育豚 その他

飼養頭数

 
資料：中国四国農政局「鳥取農林水産統計年報」 
 
 
(４)鶏 

小計 ひな
成鶏
めす

S55 1,850 － － 953 － 515 111 3,000 27.0

H2 470 993 168 825 153 1,755 68 2,862 42.1

12 40 737 139 598 111 14,950 42 2,470 58.8

25 15 571 109 462 － 30,800 52 3,276 63.0

26 14 643 120 523 － 37,357 54 2,984 55.3

27 － － － － － － － － －

28 14 639 119 520 － 37,143 55 3,046 55.4

29 14 624 109 515 － 36,786 53 3,098 58.5

1戸当た
りの羽数
（千羽）

ブロイラー

採卵鶏 種鶏

（その他）

飼養羽数（千羽）
飼
養
戸
数

年
　
　
次

採卵鶏

1戸当
たりの
成鶏め
す羽数
（羽）

飼
養
戸
数

飼養
羽数

（千羽）

 
資料：中国四国農政局「鳥取農林水産統計年報」、畜産課調べ 
注 ：豚、鶏については、H27 は『農業センサス』実施年のため畜産統計調査データなし。 



４　家畜のせり市場動向

  (1)和牛子牛せり市場成績及び県外移出状況

最高 最低 平均 総数

♀ 969 909 338,324 1,694,700 48,300 372,193 336 香川85 岐阜160 65.3

♂ 5 3 1,572 672,000 374,850 523,950 1 滋賀149 兵庫155 80.0

去勢 1,022 1,005 416,534 678,300 133,350 414,461 659 三重14 36.0

計 1,996 1,917 756,430 - - 394,590 996 広島118 50.1

♀ 950 898 383,877 684,606 48,700 427,479 377 兵庫238 広島88 60.3

♂ 8 6 2,390 766,500 108,150 398,300 3 岐阜206 長野34 62.5

去勢 1,069 1,060 505,893 768,600 171,150 477,257 727 香川131 32.0

計 2,027 1,964 892,160 - - 454,255 1,107 滋賀114 45.4

♀ 949 902 443,476 885,600 44,280 491,658 367 兵庫255 広島91 61.3

♂ 6 6 3,655 714,000 440,640 609,165 2 滋賀163 三重41 66.7

去勢 1,043 1,032 560,792 859,680 58,800 543,402 708 岐阜140 32.1

計 1,998 1,940 1,007,923 - - 519,547 1,077 香川134 46.1

♀ 857 786 460,633 2,383,560 216,000 586,047 295 兵庫291 広島25 65.0

♂ 20 20 11,241 916,920 280,800 562,032 0 滋賀181 長野17 100.0

去勢 1,033 1,027 652,604 991,440 108,000 635,446 725 岐阜145 29.8

計 1,910 1,833 1,124,478 - - 613,462 1,020 香川133 46.5

♀ 918 856 729,036 4,350,240 216,000 851,677 481 兵庫277 北海道70 47.6

♂ 3 3 3,113 1,296,000 575,640 1,037,880 1 岐阜113 香川67 66.7

去勢 1,119 1,102 880,543 1,684,800 116,640 799,040 754 福岡91 32.6

計 2,040 1,961 1,612,692 - - 822,382 1,236 滋賀73 39.4

♀ 952 860 747,721 3,376,080 216,000 869,442 514 兵庫230 北海道64 46.0

♂ 4 4 5,054 1,296,000 1,188,000 1,263,600 0 岐阜141 佐賀54 100.0

去勢 1,121 1,108 886,328 1,409,400 216,000 799,934 731 滋賀98 34.8

計 2,077 1,972 1,639,103 - - 831,187 1,245 福岡96 40.0

　注：売買金額は消費税を含む。

売買
金額

（千円）

売買１頭あたりの金額（円）

28

性別

24

区
分

29

県外移出頭数（頭） 保留率
（％）主要移出先別頭数

入場
頭数
（頭）

売買
頭数
（頭）

27

26

25
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  (2)乳子牛せり市場成績及び県外移出状況

最高 最低 平均 総数

乳♀ 9 6 295 72,450 32,550 49,175 4 香川65 滋賀5 55.6

乳♂ 3 3 88 55,650 12,600 29,400 2 広島19 33.3

F1♀ 57 51 9,494 274,050 100,800 186,158 10 岡山22 66.7

F1♂ 73 60 12,334 264,600 105,000 203,892 54 山口13 26.0

乳♀ 4 2 128 76,650 50,400 63,525 2 岡山50 50.0

乳♂ 142 133 16,371 211,050 14,700 123,086 98 香川53 31.0

F1♀ 97 87 17,932 299,250 113,400 206,113 50 山口22 48.5

F1♂ 48 46 11,192 371,700 164,850 243,303 40 広島53 16.7

乳♀ 8 8 534 154,440 19,440 88,920 3 広島135 62.5

乳♂ 198 198 30,606 254,880 58,800 159,406 156 香川38 21.2

F1♀ 48 48 12,144 319,680 161,700 263,989 26 岡山33 45.8

F1♂ 53 53 15,448 374,760 161,700 297,076 42 兵庫16 20.8

乳♀ 4 4 474 157,680 82,080 118,530 0 香川102 100.0

乳♂ 193 193 36,338 295,920 69,120 188,278 143 広島76 25.9

F1♀ 100 100 31,986 401,760 169,560 319,863 55 兵庫69 45.0

F1♂ 126 126 47,319 479,520 193,320 375,548 115 岡山37 8.7

乳♀ 8 8 1,563 240,840 126,360 195,345 1 兵庫58 滋賀4 87.5

乳♂ 136 136 29,364 300,240 62,640 215,910 86 香川48 36.6

F1♀ 72 72 25,933 490,320 220,320 360,180 41 岡山47 43.1

F1♂ 64 64 26,082 544,320 273,240 407,531 56 島根4 8.7

乳♀ 5 5 764 171,720 143,640 152,712 1 兵庫44 島根5 80.0

乳♂ 135 135 25,550 270,000 37,800 189,264 67 岡山35 50.3

F1♀ 59 59 20,786 462,240 209,520 352,312 21 香川26 64.4

F1♂ 64 64 25,617 522,720 252,720 400,275 47 徳島14 26.5

　注：売買金額は消費税を含む。

売買
金額

（千円）

売買１頭あたりの金額（円） 県外移出頭数（頭） 保留率
（％）主要移出先別頭数

区
分

性別
入場
頭数
（頭）

29

28

売買
頭数
（頭）

26

24

25

27
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5　畜産物の流通動向
(1)肉畜の生産出荷状況
　①肉　　牛 （単位：頭）

雌 去勢 計 雌 去勢 計

S55 1,639 1,250 2,889 2,973 4,616 7,589 10,478 3,700 4,100

H2 933 2,626 3,559 2,639 7,469 10,108 13,667 10,676 2,202

12 1,892 2,543 4,435 2,790 4,479 7,269 11,704 － －

24 704 1,534 2,238 1,271 3,436 4,707 6,945 － 677

25 901 1,224 2,125 1,264 3,305 4,569 6,694 － 826

26 1,015 1,243 2,258 1,192 2,965 4,157 6,415 － 750

27 1,120 862 1,982 1,011 2,672 3,683 5,665 － 789

28 1,155 861 2,016 931 2,606 3,538 5,554 － 629

資料：農林水産省「畜産物流通統計（と畜場統計調査）」、
　大阪市「中央卸売市場南港市場年報」（大阪出荷のH23以降）

　②肉　　豚 （単位：頭）

計 大阪 兵庫 愛知 その他

S55 65,633 16,100 19,400 15,000 15,133

H2 77,536 30,913 31,838 3,334 11,451

24 － 3,308 － － －

25 － 3,123 － － －

26 － 3,298 － － －

27 － 2,925 － － －

28 － 3,514 － － －

資料：農林水産省「畜産物流通統計（と畜場統計調査）」、
　大阪市「中央卸売市場南港市場年報」（生体出荷のH23以降）

　③ブロイラー

生産羽数 移出量 移入量

S55 15,489 1,673 817

H2 13,032 557 747

23 12,826 581 624

24 13,713 431 1,610

25 15,049 637 1,337

26 15,810 472 1,779

27 － － －

28 － － －

資料：農林水産省「畜産物流通統計（食鳥流通統計調査）」
平成27年統計調査において調査方法の見直しがあり、各県ごとの生産量を算出しないため、「－」とした。

－

－

－

－

12,712

－

－

－ －

－ －

－

11,413

－ －

－

17,494

－

年
次

成　　鳥（千羽）

－

73,018

県内処理状況（ｔ）

と体・中ぬき 解体加工品

82,046

80,608

80,122

8,384

80,811

－

県内処理 大阪出荷合計
年
次

年
次

肉豚生産 県内処理

和　　　牛 乳　　　牛

生　体　出　荷

163,125

184,228

97,492

106,692
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(2)食肉の卸売価格の推移
（円/Kg）

月
年

H25 1,758 1,785 1,810 1,807 1,853 1,869 1,855 1,883 1,941 1,996 2,037 1,970 1,889

26 1,918 1,924 1,881 1,995 1,990 1,927 1,891 1,908 2,020 2,106 2,125 2,148 2,005

27 2,328 2,298 2,250 2,341 2,334 2,296 2,333 2,352 2,336 2,423 2,567 2,681 2,396

28 2,684 2,632 2,611 2,748 2,725 2,636 2,656 2,637 2,640 2,603 2,666 2,742 2,668

29 2,709 2,610 2,589 2,622 2,485 2,506 2,408 2,354 2,401 2,339 2,450 2,693 2,516

H25 1,150 1,146 1,175 1,238 1,270 1,249 1,230 1,290 1,295 1,307 1,361 1,358 1,261

26 1,258 1,239 1,214 1,291 1,291 1,273 1,244 1,291 1,344 1,427 1,462 1,472 1,312

27 1,527 1,547 1,603 1,711 1,737 1,678 1,708 1,748 1,724 1,743 1,762 1,766 1,693

28 1,754 1,688 1,703 1,804 1,787 1,747 1,767 1,773 1,787 1,707 1,668 1,757 1,746

29 1,733 1,617 1,603 1,658 1,593 1,606 1,577 1,614 1,529 1,518 1,592 1,671 1,611

H25 388 413 425 460 489 471 533 538 500 489 474 553 479

26 481 505 541 610 615 658 652 570 574 525 577 640 574

27 560 650 594 594 574 596 678 673 566 502 496 548 578

28 456 556 531 505 562 590 565 560 566 486 522 489 529

29 513 539 529 510 542 637 668 665 626 573 570 552 578

H25 630 611 582 561 552 529 518 526 566 604 638 685 584

26 703 676 657 629 611 592 575 567 590 614 629 665 626

27 670 651 646 642 622 612 617 610 620 648 657 676 639

28 668 633 617 612 613 601 594 587 591 623 640 669 620

29 681 685 674 658 645 627 587 563 560 583 605 644 626

資料　　：大阪市「中央卸売市場南港市場年報」、JACCネット「ブロイラー市況の推移」　

注 ：ブロイラー卸売価格については、東京中央卸売市場の価格（日経新聞東京加重値の平均価格）

和
牛
去
勢

（
Ａ
４

）
交
雑
種
去
勢

（
Ｂ
３

）

豚
　

（
上

）

ブ
ロ
イ
ラ
ー

（
も
も
中
値

）

年平均7 8 9 10 11 121 2 3 4 5 6
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(3) 生乳の需給状況及び価格の動向

　①生乳生産及び需給状況

移出量 移入量 乳用等仕向 乳製品等仕向

t t t t ｔ t

S55 44,896 9,244 1,660 37,312 30,832 4,596

H  2 56,611 3,980 1,998 54,629 45,718 8,059

12 62,100 3,079 2,798 61,819 46,451 14,678

H24 60,387 1,008 χ χ χ χ 

25 59,829 539 χ χ χ χ 

26 57,022 268 χ χ χ χ 

27 56,606 146 χ χ χ χ 

28 56,451 - χ χ χ χ 

資料 ：農林水産省「牛乳乳製品統計」
注 ：平成１５年以降は、県内一工場のため、「χ」表示とした。

平成２８年移出量は０であるが出典資料の表記に従い「－」表示とした。

　②生乳価格の動向

年 ３月 ６月 ９月 １２月

円/kg 円/kg 円/kg 円/kg

H23 88.0 90.6 92.7 89.2

24 87.5 90.4 92.6 90.4

25 89.1 90.8 92.3 91.5

26 91.3 96.9 99.4 96.8

27 96.2 100.8 102.8 99.7

28 99.2 101.3 103.1 100.0

資料 ：農林水産省「農業物価統計」
注 ：消費税込みの価格である。

生　乳　流　通　量 県　内　生　乳　処　理　量
区分 生産量

- 77 -



(4) 鶏卵の生産流通及び価格の動向

　①鶏卵の生産及び流通の動向 （単位　：　t ）

うち兵庫

S55 17,361 16,145 9,367 9,271 2,337 9,115

H  2 14,737 13,656 1,553 1,276 1,610 13,713

11 11,487 10,691 3,257 2,001 4,396 11,830

24 9,656 9,191 3,407 891 4,101 9,885

25 10,719 10,245 2,955 816 3,990 11,280

26 10,597 10,125 3,836 1,220 2,491 8,780

27 10,624 － － － － －

28 10,895 － － － － －

資料 ：農林水産省「畜産物流通統計（鶏卵流通統計調査）」
注 ：移出量の「うち兵庫」について、平成2年以前は「うち大阪」の数値である。
27年統計調査から調査方法が変わり、生産量のみの公表となっているため、その他の記載を
「－」とした。

　②鶏卵価格の動向 （単位　：　円 ）

４月 ８月 １２月 平均

S55 299 296 367 301

H2 188 239 295 227

H11 189 175 236 －　

25 174 179 275 198

26 215 185 245 214

27 224 215 255 226

28 220 188 245 210

29 220 181 234 206

資料 ：JACCネット「鶏卵取引価格」
注 ：卸売価格については全農扱い中値

移　入　量 県内処理量

年次
卸売価格（大阪、Ｍ規格）

年次 生　産　量 出　荷　量
移　出　量
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